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(57)【要約】
【課題】可視領域に生じうるリップル等の反射ピークを
抑制し、優れた近赤外領域の反射ピークを示す近赤外反
射フィルムを提供する。
【解決手段】支持体と、前記支持体上に配置された、高
屈折率層と低屈折率層とが交互に積層された誘電多層膜
と、を有する、近赤外反射フィルムであって、任意の前
記高屈折率層および当該高屈折率層に隣接する前記低屈
折率層が、

（式中、ｄＨは高屈折率層の厚さを表し、ｎＨは高屈折
率層の屈折率を表し、ｄＬは低屈折率層の厚さを表し、
ｎＬは低屈折率層の屈折率を表し、ｄＨ×ｎＨは高屈折
率層の光学膜厚を表し、ｄＬ×ｎＬは低屈折率層の光学
膜厚を表す。）
を満たし、前記誘電多層膜が、高屈折率層（屈折率ｎ1

Ｈ、厚さｄ1Ｈ）および低屈折率層（屈折率ｎ1Ｌ、厚さ
ｄ1Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第１の誘電
膜群と、前記第１の誘電膜群の支持体とは反対の面に接
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、
　前記支持体上に配置された、高屈折率層と低屈折率層とが交互に積層された誘電多層膜
と、
を有する、近赤外反射フィルムであって、
　任意の前記高屈折率層および当該高屈折率層に隣接する前記低屈折率層が、
【数１】

（式中、ｄＨは高屈折率層の厚さを表し、ｎＨは高屈折率層の屈折率を表し、ｄＬは低屈
折率層の厚さを表し、ｎＬは低屈折率層の屈折率を表し、ｄＨ×ｎＨは高屈折率層の光学
膜厚を表し、ｄＬ×ｎＬは低屈折率層の光学膜厚を表す。）
を満たし、
　前記誘電多層膜が、高屈折率層（屈折率ｎ1Ｈ、厚さｄ1Ｈ）および低屈折率層（屈折率
ｎ1Ｌ、厚さｄ1Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第１の誘電膜群と、前記第１の誘
電膜群の支持体とは反対の面に接する高屈折率層（屈折率ｎ2Ｈ、厚さｄ2Ｈ）および低屈
折率層（屈折率ｎ2Ｌ、厚さｄ2Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第２の誘電膜群と
、からなる誘電膜群セットを有し、この際、前記誘電膜群セットが、
【数２】

を満たす、近赤外反射フィルム。
【請求項２】
　前記第１の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）および低屈折率層の光学
膜厚（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）が、
【数３】

を満たし、および／または
　前記第２の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）および低屈折率層の光学
膜厚（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）が、
【数４】

を満たす、請求項１に記載の近赤外反射フィルム。
【請求項３】
　前記第１の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）および前記第２の誘電膜
群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）が、

【数５】

を満たし、および／または
　前記第１の誘電膜群の低屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）および前記第２の誘電膜
群の低屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）が、

【数６】

を満たす、請求項１または２に記載の近赤外反射フィルム。
【請求項４】
　前記誘電膜群セットを２以上有する、請求項１～３のいずれか１項に記載の近赤外反射
フィルム。



(3) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

10

20

30

40

50

【請求項５】
　任意の前記高屈折率層の屈折率ｎＨおよび当該高屈折率層に隣接する少なくとも１つの
前記低屈折率層の屈折率ｎＬの比が、
【数７】

を満たす、請求項１～４のいずれか１項に記載の近赤外反射フィルム。
【請求項６】
　前記誘電多層膜が、樹脂を含む、請求項１～５のいずれか１項に記載の近赤外反射フィ
ルム。
【請求項７】
　前記誘電多層膜が、金属酸化物粒子をさらに含む、請求項６に記載の近赤外反射フィル
ム。
【請求項８】
　請求項１～７のいずれか１項に記載の近赤外反射フィルムが、ガラス板表面に貼り合さ
れてなる、近赤外反射ガラス。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、赤外反射フィルムおよびこれを用いた近赤外反射ガラスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　太陽から放射される光は、紫外領域から赤外光領域まで幅広いスペクトルを有している
。このうち、赤外光は太陽光の約５０％を占めており、当該赤外光は、主として、波長が
可視光に近い近赤外線（波長約７５０～２５００ｎｍ）、それ以上の波長を有する中赤外
線（約２５００～４０００ｎｍ）および遠赤外線（波長約４０００ｎｍ以上）に分類され
る。このような赤外光（特に、近赤外光）は、紫外光と比較すると波長が長波長であるこ
とからエネルギーは小さいが、一方で熱的作用は大きく、物質に吸収されると熱として放
出されて温度上昇をもたらす。このことから赤外光は熱線とも呼ばれており、赤外光（特
に、近赤外光）を反射することにより、例えば、室内の温度上昇を抑制することができる
。
【０００３】
　近年、省エネルギー対策への関心の高まりから、上記近赤外光を反射させるフィルムを
建物や車両の窓ガラスに装着し、太陽光の熱線の透過を反射させて冷房設備にかかる負荷
を減らそうとする試みが行われている。一方で、このような近赤外反射フィルムが近赤外
光に波長が近い可視光をも反射させてしまうと、フィルムの透明性が確保できず、フィル
ムが着色してしまう。したがって、近赤外光を選択的に反射させ、可視光は透過させる近
赤外反射フィルムが好ましいといえる。
【０００４】
　このような、近赤外光を選択的に反射させ、可視光を透過させることができる近赤外反
射フィルムとして、例えば、特許文献１には、低屈折率の誘電体膜と高屈折率の誘電体膜
とが交互に積層されてなる近赤外線反射膜が透明な板ガラスに形成されてなる近赤外線反
射基板が開示されている。前記近赤外線反射膜は、少なくとも１つの面に、誘電体膜が４
層以上、１１層以下で積層してなり、該近赤外線反射膜が形成された板ガラスの、ＪＩＳ
　Ｒ３１０６－１９９８に規定される可視光透過率が、７０％以上で、波長９００ｎｍか
ら１４００ｎｍの波長領域で５０％を越える反射の極大値を有することを特徴としている
。また、当該近赤外線反射膜は、（１）誘電体膜を板ガラス面から順に数え、偶数番目層
の屈折率の最大値をｎemax、最小値をｎeminとし、奇数番目層の屈折率の最大値をｎomax

、最小値をｎominとしたとき、ｎemax＜ｎominあるいはｎomax＜ｎeminの条件、および（
２）ｉ番目の層の屈折率をｎiと厚みをｄiとしたとき、波長λが９００～１４００ｎｍの
範囲の赤外線に対して、２２５ｎｍ≦ｎi・ｄi≦３５０ｎｍの条件を満たす。
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【０００５】
　上記特許文献１の段落「００２９」～「００３０」にも記載のように、低屈折率の誘電
体膜と高屈折率の誘電体膜とが交互に積層された構造とし、誘電体膜の干渉を生じさせる
ことで、近赤外線を反射させることができる（上記条件（１））。また、所望の波長の近
赤外光（９００～１４００ｎｍ）を反射させるためには、光路差（光学膜厚）ｎi・ｄiを
前記所望の波長の１／４とすることが重要である（上記条件（２））。
【０００６】
　特許文献１に記載の近赤外反射フィルム（近赤外反射膜）では、近赤外領域に鋭い反射
ピークが現れるが、可視領域にも反射ピーク（特に、波長によって高反射および低反射が
繰り返される、いわゆるリップルと呼ばれるピーク）が現れることがある。そのため近赤
外光だけでなく、可視光についても反射が生じ、赤外反射フィルムの透明性を十分に確保
することができない場合がある。
【０００７】
　そこで、近赤外領域の反射ピークを保持しつつ、可視領域に生じうる反射ピークの発生
を防止する方法が検討されている。例えば、特許文献２には、高屈折率材料から成る高屈
折率薄膜と、低屈折率材料から成る低屈折率薄膜とが交互に複数積層された多層膜を、透
明基板上に成膜した赤外線カットフィルタが開示されている。この際、前記多層膜は、１
６以上３２以下の前記薄膜の層から構成され、前記多層膜の前記透明基板側から第１層は
、前記高屈折率薄膜であり、前記多層膜の最終層は、前記低屈折率薄膜である。そして、
設計波長をλとするとき、前記多層膜の前記透明基板側から第１層および第２層は、（λ
／４）以上の光学膜厚で成膜され、前記多層膜の前記透明基板側から第３層ないし所定の
層は、（λ／４）以下の光学膜厚で成膜され、前記所定の層と前記最終層との間の層は、
（λ／４）以上の光学膜厚で成膜され、前記最終層は、（λ／４）以下の光学膜厚で成膜
されたことを特徴とする。すなわち、赤外線カットフィルタを構成する多層膜を４つの層
群に分類し、当該４つの層群それぞれについて光学膜厚の値をλ／４からずらすというも
のである。特許文献２の赤外線カットフィルタによれば、波長５５０ｎｍから７５０ｎｍ
にかけて透過率が漸減する透過率特性を得ることができ、可視領域に生じうるリップルが
抑制されうることが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開平０６－１９４５１７号公報
【特許文献２】特開２００４－３０９９３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記特許文献１に記載の近赤外線反射基板によれば、鋭い近赤外反射ピークが得られう
るものの、リップルが発生しうる。また、上記特許文献２に記載の赤外線カットフィルタ
によれば、リップルが抑制されうるものの、波長５５０ｎｍから７５０ｎｍにかけて透過
率が漸減する透過率特性を有することから、赤みを帯びたフィルムとなり、また、リップ
ル抑制効果についても必ずしも十分とはいえない場合がある。
【００１０】
　そこで本発明は、可視領域に生じうるリップル等の反射ピークを抑制し、優れた近赤外
領域の反射ピークを示す近赤外反射フィルムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者は鋭意研究を行った結果、近赤外反射フィルムを構成する高屈折率層および低
屈折率層の光学膜厚をずらし、かつ、高屈折率層および低屈折率層の厚さを制御すること
によって、好適な反射ピークを示す近赤外反射フィルムが得られることを見出し、本発明
を完成させるに至った。



(5) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

10

20

30

40

50

【００１２】
　すなわち、本発明の上記課題は以下の手段により達成される。
【００１３】
　（１）支持体と、
　前記支持体上に配置された、高屈折率層と低屈折率層とが交互に積層された誘電多層膜
と、
を有する、近赤外反射フィルムであって、
　任意の前記高屈折率層および当該高屈折率層に隣接する前記低屈折率層が、
【００１４】
【数１】

【００１５】
（式中、ｄＨは高屈折率層の厚さを表し、ｎＨは高屈折率層の屈折率を表し、ｄＬは低屈
折率層の厚さを表し、ｎＬは低屈折率層の屈折率を表し、ｄＨ×ｎＨは高屈折率層の光学
膜厚を表し、ｄＬ×ｎＬは低屈折率層の光学膜厚を表す。）
を満たし、
　前記誘電多層膜が、高屈折率層（屈折率ｎ1Ｈ、厚さｄ1Ｈ）および低屈折率層（屈折率
ｎ1Ｌ、厚さｄ1Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第１の誘電膜群と、前記第１の誘
電膜群の支持体とは反対の面に接する高屈折率層（屈折率ｎ2Ｈ、厚さｄ2Ｈ）および低屈
折率層（屈折率ｎ2Ｌ、厚さｄ2Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第２の誘電膜群と
、からなる誘電膜群セットを有し、この際、前記誘電膜群セットが、
【００１６】

【数２】

【００１７】
を満たす、近赤外反射フィルム；
　（２）前記第１の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）および低屈折率層
の光学膜厚（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）が、
【００１８】

【数３】

【００１９】
を満たし、および／または
　前記第２の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）および低屈折率層の光学
膜厚（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）が、
【００２０】

【数４】

【００２１】
を満たす、（１）に記載の近赤外反射フィルム；
　（３）前記第１の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）および前記第２の
誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）が、
【００２２】

【数５】

【００２３】
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を満たし、および／または
　前記第１の誘電膜群の低屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）および前記第２の誘電膜
群の低屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）が、
【００２４】
【数６】

【００２５】
を満たす、（１）または（２）に記載の近赤外反射フィルム；
　（４）前記誘電膜群セットを２以上有する、（１）～（３）のいずれか１つに記載の近
赤外反射フィルム；
　（５）任意の前記高屈折率層の屈折率ｎＨおよび当該高屈折率層に隣接する少なくとも
１つの前記低屈折率層の屈折率ｎＬの比が、
【００２６】
【数７】

【００２７】
を満たす、（１）～（４）のいずれか１つに記載の近赤外反射フィルム；
　（６）前記誘電多層膜が、樹脂を含む、（１）～（５）のいずれか１つに記載の近赤外
反射フィルム；
　（７）前記誘電多層膜が、金属酸化物粒子をさらに含む、（６）に記載の近赤外反射フ
ィルム；
　（８）（１）～（７）のいずれか１つに記載の近赤外反射フィルムが、ガラス板表面に
貼り合されてなる、近赤外反射ガラス。
【発明の効果】
【００２８】
　本発明により、可視領域に生じうるリップル等の反射ピークを抑制し、優れた近赤外領
域の反射ピークを示す近赤外反射フィルムが提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
【図１】一実施形態に係る近赤外反射フィルムを模式的に表した断面概略図である。
【図２】実施例１で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図３】比較例１で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図４】比較例３で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図５】実施例２で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図６】比較例５で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図７】実施例６で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図８】実施例７で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図９】実施例８で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【図１０】比較例８で製造した赤外反射フィルムの反射ピークを示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００３０】
　本発明の一実施形態は、支持体と、前記支持体上に配置された、高屈折率層と低屈折率
層とが交互に積層された誘電多層膜とを有する、近赤外反射フィルムに関する。この際、
近赤外反射フィルムは、任意の前記高屈折率層および当該高屈折率層に隣接する前記低屈
折率層が下記式を満たすことを特徴とする。
【００３１】
【数８】

【００３２】
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　この際、上記式において、ｄＨは高屈折率層の厚さを表し、ｎＨは高屈折率層の屈折率
を表し、ｄＬは低屈折率層の厚さを表し、ｎＬは低屈折率層の屈折率を表し、ｄＨ×ｎＨ
は高屈折率層の光学膜厚を表し、ｄＬ×ｎＬは低屈折率層の光学膜厚を表す。
【００３３】
　また、前記誘電多層膜は、高屈折率層（屈折率ｎ1Ｈ、厚さｄ1Ｈ）および低屈折率層（
屈折率ｎ1Ｌ、厚さｄ1Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第１の誘電膜群と、前記第
１の誘電膜群の支持体とは反対の面に接する高屈折率層（屈折率ｎ2Ｈ、厚さｄ2Ｈ）およ
び低屈折率層（屈折率ｎ2Ｌ、厚さｄ2Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる第２の誘電
膜群と、からなる誘電膜群セットを有し、この際、前記誘電膜群セットが下記式を満たす
ことを特徴とする。
【００３４】
【数９】

【００３５】
　以下、図面を参照しながら、本実施形態を説明するが、本発明の技術的範囲は特許請求
の範囲の記載に基づいて定められるべきであり、以下の形態のみに制限されない。なお、
図面の寸法比率は、説明の都合上誇張されており、実際の比率とは異なる場合がある。
【００３６】
　＜近赤外反射フィルム＞
　図１は、一実施形態に係る近赤外反射フィルムを模式的に表した断面概略図である。図
１によれば、近赤外反射フィルム１は、ポリカーボネートからなる支持体２上に誘電多層
膜３が配置されている。この際、前記誘電多層膜３は、フッ化マグネシウム（ＭｇＦ2）
がスパッタリングされてなる低屈折率層４と、酸化チタン（ＴｉＯ2）がスパッタリング
されてなる高屈折率層５とが交互に合計１２層積層された構成をとっている。したがって
、支持体２から数えて奇数番目の層が低屈折率層４となり、偶数番目の層が高屈折率層５
となる。前記低屈折率層の屈折率（ｎＬ）は１．３３であり、前記高屈折率層の屈折率（
ｎＨ）は２．７０であり、また、前記低屈折率層の厚さ（ｎＬ）は、支持体２から数えて
１、３、５番目の層が１９７ｎｍであり、７、９、１１番目の層が２１１ｎｍである。一
方、前記高屈折率層の厚さ（ｄＨ）は、支持体２から数えて２、４、６番目の層が１０２
ｎｍであり、８、１０、１２番目の層が１０９ｎｍである。この際、任意の高屈折率層お
よび当該高屈折率層に隣接する低屈折率層、例えば、支持体から数えて２層目の高屈折率
層および３層目の低屈折率層の光学膜厚（屈折率×厚さ）について、高屈折率層の光学膜
厚（ｎＨ×ｄＨ）が２７５であり、低屈折率層の光学膜厚（ｎＬ×ｄＬ）が２６２である
ことから、その比（ｎＨ×ｄＨ）／（ｎＬ×ｄＬ）は、１．０５である。また、支持体か
ら数えて８層目の高屈折率層および９層目の低屈折率層の光学膜厚（屈折率×厚さ）につ
いて、高屈折率層の光学膜厚（ｎＨ×ｄＨ）が２９４であり、低屈折率層の光学膜厚（ｎ
Ｌ×ｄＬ）が２８１であることから、その比（ｎＨ×ｄＨ）／（ｎＬ×ｄＬ）は、１．０
５である。
【００３７】
　また、前記誘電多層膜は、２つの誘電膜群、すなわち、（１）いずれも同じ屈折率（ｎ

1Ｈ：２．７０）、厚さ（ｄ1Ｈ：１０２ｎｍ）を有する高屈折率層、およびいずれも同じ
屈折率（ｎ1Ｌ：１．３３）、厚さ（ｄ1Ｌ：１９７ｎｍ）を有する低屈折率層が、それぞ
れ３層積層された第１の誘電膜群６、並びに（２）前記第１の誘電膜群の支持体とは反対
の面に接する、いずれも同じ屈折率（ｎ2Ｈ：２．７０）、厚さ（ｄ2Ｈ：１０９ｎｍ）を
有する高屈折率層、およびいずれも同じ屈折率（ｎ2Ｌ：１．３３）、厚さ（ｄ2Ｌ：２１
１ｎｍ）を有する低屈折率層が、それぞれ３層積層された第２の誘電膜群７からなる誘電
膜群セット８を有する。この際、前記誘電膜群セット８において、第１の誘電膜群６およ
び第２の誘電膜群７間の高屈折率層間の厚さの比（ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ）は１．０７であり、低
屈折率層間の厚さの比（ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ）は１．０７である。
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【００３８】
　さらに、誘電膜群セット８を構成する第１の誘電膜群と第２の誘電膜群との関係につい
てみてみると、第１の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚に対する第２の誘電膜群の高屈折
率層の光学膜厚の比（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ／ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）は１．０７であり、第１の誘電膜群
の低屈折率層の光学膜厚に対する第２の誘電膜群の低屈折率層の光学膜厚の比（ｄ2Ｌ×
ｎ2Ｌ／ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）は１．０７である。
【００３９】
　図１の近赤外反射フィルム１によれば、可視領域に生じうるリップル等の反射ピークを
抑制し、優れた近赤外領域の反射ピークを示すことができる。
【００４０】
　以下、本実施形態の近赤外反射フィルムの各構成について、詳細に説明する。
【００４１】
　＜支持体＞
　本発明の赤外反射フィルムに適用する支持体としては、透明であれば特に制限されるこ
とはなく、公知の樹脂フィルムを用いることができる。具体的には、ポリエチレン（ＰＥ
）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリアリレート、ポリメタクリル
酸メチル、ポリアミド、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥ
Ｔ）、ポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、
ポリスルホン、ポリエーテルスルホン、ポリエーテルエーテルケトン、ポリイミド、芳香
族ポリアミド、ポリエーテルイミド等が挙げられる。これらのうち、コストや入手の容易
性の観点から、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンナフタレート（Ｐ
ＥＮ）、ポリカーボネート（ＰＣ）等を用いることが好ましい。
【００４２】
　また、支持体は、ＪＩＳ　Ｒ３１０６－１９９８で示される可視領域の透過率が８５％
以上であることが好ましく、９０％以上であることがより好ましい。支持体の可視光透過
率が８５％以上であると、近赤外反射フィルムとしたときのＪＩＳ　Ｒ３１０６－１９９
８で示される可視領域の透過率が５０％以上となりうることから好ましい。
【００４３】
　また、上記樹脂フィルムを用いた支持体は、未延伸フィルムであっても、延伸フィルム
であってもよいが、ＰＥＴやＰＥＮのような結晶性を有する樹脂フィルムの場合には、強
度の向上、熱膨張抑制の観点から延伸後、熱固定化されるフィルムであることが好ましい
。
【００４４】
　上記樹脂フィルムを用いた支持体は、従来公知の一般的な方法により製造することがで
きる。例えば、材料となる樹脂を押し出し機により溶融し、環状ダイやＴダイにより押し
出して急冷することにより、実質的に無定形で配向していない未延伸フィルムを製造する
ことができる。また、前記未延伸フィルムを一軸延伸、テンター式逐次二軸延伸、テンタ
ー式同時二軸延伸、チューブラー式同時二軸延伸などの公知の方法により、樹脂フィルム
の流れ（縦軸）方向、および／または樹脂フィルムの流れ方向と直角（横軸）方向に延伸
することにより延伸フィルムを製造することができる。この場合の延伸倍率は、支持体の
原料となる樹脂に合わせて適宜選択することできるが、縦軸方向および横軸方向にそれぞ
れ２～１０倍であることが好ましい。
【００４５】
　本発明に係る支持体の厚みは、５～３００μｍであることが好ましく、１５～１５０μ
ｍであることがより好ましい。また、支持体は、２枚以上を重ねたものであってもよく、
この際、支持体の種類は同じであっても、異なっていてもよい。
【００４６】
　また、支持体は、寸法安定性の観点から、弛緩処理およびオフライン熱処理を行っても
よい。弛緩処理は前記樹脂フィルムの延伸製膜工程中の熱固定した後、横延伸のテンター
内、またはテンターを出た後の巻き取りまでの工程で行われることが好ましい。弛緩処理
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は処理温度が８０～２００℃で行われることが好ましく、１００～１８０℃で行われるこ
とがより好ましい。また長手方向、幅手方向ともに、弛緩率が０．１～１０％に処理され
ることが好ましく、２～６％に処理されることがより好ましい。弛緩処理された支持体は
、さらにオフライン熱処理を施すことにより耐熱性が向上し、より寸法安定性が向上しう
る。
【００４７】
　前記支持体は、製膜過程で片面または両面に、下引層を設けることが好ましい。当該下
引層は、インラインでまたは製膜後に形成されうる。下引層の形成方法としては、例えば
、下引層塗布液を塗布し、得られた塗膜を乾燥する方法が挙げられる。下引層塗布液は、
通常、樹脂を含む。当該樹脂としては、例えば、ポリエステル樹脂、アクリル変性ポリエ
ステル樹脂、ポリウレタン樹脂、アクリル樹脂、ビニル樹脂、塩化ビニリデン樹脂、ポリ
エチレンイミンビニリデン樹脂、ポリスチレンブタジエン樹脂、ポリエチレンイミン樹脂
、ポリビニルアルコール、およびゼラチン等が挙げられる。前記下引層塗布液には、さら
に公知の添加剤を加えてもよい。下引層塗布液の塗布量は、乾燥状態で約０．０１～２ｇ
／ｍ2となるように塗布することが好ましい。下引層塗布液の塗布方法としては、特に制
限されないが、ロールコート法、グラビアコート法、ナイフコート法、ディップコート法
、スプレーコート法等の公知の方法が用いられうる。得られた塗膜は延伸させてもよく、
通常、塗布液を塗布した後にテンター内で横延伸を行いながら８０～１２０℃で乾燥させ
ることで、下引層が形成されうる。なお、下引層は、単層構造であっても、積層構造であ
ってもよい。
【００４８】
　本発明に係る支持体は、さらに導電性層、帯電防止層、ガスバリア層、易接着層（接着
層）、防汚層、消臭層、流滴層、易滑層、ハードコート層、耐摩耗性層、反射防止層、電
磁波シールド層、紫外線吸収層、赤外線吸収層、印刷層、蛍光発光層、ホログラム層、剥
離層、粘着層、着色層（可視光線吸収層）、合わせガラスに利用される中間膜層等の公知
の機能層を有していてもよい。
【００４９】
　支持体が、上述の下引層や機能層等の中間層を有する場合には、支持体および中間層の
総膜厚は、５～５００μｍであることが好ましく、２５～２５０μｍであることがより好
ましい。
【００５０】
　＜誘電多層膜＞
　誘電多層膜は、高屈折率層と低屈折率層とが交互に積層された構成を有する。異なる屈
折率を有する屈折率層が交互に積層された構成とすることにより、基板の側から、または
誘電多層膜の側から近赤外光を照射した場合に、少なくとも赤外光の一部を反射して赤外
反射効果を発揮することができる。
【００５１】
　［屈折率層：高屈折率層および低屈折率層］
　本形態において、誘電多層膜は、異なる屈折率を有する高屈折率層および低屈折率層が
交互に積層されてなる。誘電多層膜を構成する高屈折率層および低屈折率層は、それぞれ
同じものであってもよいし、異なるものであってもよい。誘電多層膜を構成する屈折率層
が、高屈折率層であるか低屈折率層であるかは、隣接する屈折率層との屈折率の対比によ
って判断される。具体的には、ある屈折率層を基準層としたとき、当該基準層に隣接する
屈折率層が基準層より屈折率が低ければ、基準層は高屈折率層である（隣接層は低屈折率
層である）と判断される。一方、基準層より隣接層の屈折率が高ければ、基準層は低屈折
率層である（隣接層は高屈折率層である）と判断される。したがって、屈折率層が高屈折
率層であるか低屈折率層であるかは、隣接層が有する屈折率との関係で定まる相対的なも
のであり、ある屈折率層は、隣接層との関係によって高屈折率層にも低屈折率層にもなり
うる。よって、両者を含みうる屈折率層の構成について以下詳細に説明する。
【００５２】
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　屈折率層としては、特に制限はないが、好ましくは当該技術分野において用いられる公
知の屈折率層を用いることが好ましい。公知の屈折率層としては、例えば、乾式製膜法を
用いて形成する屈折率層と、樹脂の押出成形によって形成される屈折率層と、湿式製膜法
を用いて形成する屈折率層とが挙げられる。
【００５３】
　（乾式成膜法を用いて形成される屈折率層）
　乾式成膜法では、誘電体材料を蒸着等することによって屈折率層が形成されうる。
【００５４】
　乾式成膜法に用いられうる材料は、特に制限されないが、透明な誘電体材料であること
が好ましい。透明な誘電体材料の例としては、酸化チタン（ＴｉＯ2）、酸化亜鉛（Ｚｎ
Ｏ）、酸化ジルコニウム（ＺｒＯ2）、酸化ニオブ（Ｎｂ2Ｏ5）、酸化アルミニウム（Ａ
ｌ2Ｏ3）、酸化ケイ素（ＳｉＯ2）、フッ化カルシウム（ＣａＦ2）、フッ化マグネシウム
（ＭｇＦ2）、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）、酸化アンチモンスズ（ＡＴＯ）等が挙げ
られる。これらのうち、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化ケイ素、およびフッ化マグネシウム
を用いることが好ましい。
【００５５】
　乾式成膜法において、好ましい高屈折率層－低屈折率層の材料の組み合わせは、酸化チ
タン－酸化ケイ素、酸化チタン－フッ化マグネシウム、および酸化亜鉛－酸化ケイ素であ
る。
【００５６】
　（樹脂の押出成形によって形成される屈折率層）
　樹脂の押出成形によって形成される屈折率層の形成方法としては、例えば、樹脂を溶融
して得られた溶融樹脂を、多層押し出しダイよりキャスティングドラム上に押し出した後
、急冷する方法があげられる。この際、溶融樹脂の押し出し冷却後、樹脂シートを延伸さ
せてもよい。樹脂の延伸倍率としては、樹脂に合わせて適宜選択することできるが、縦軸
方向および横軸方向にそれぞれ２～１０倍であることが好ましい。
【００５７】
　前記樹脂としては、熱可塑性樹脂であれば特に制限されないが、例えば、ポリアルキレ
ン系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、ア
ミド系樹脂、シリコーン系樹脂、フッ素系樹脂等が挙げられる。
【００５８】
　前記ポリアルキレン系樹脂としては、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）
等が挙げられる。
【００５９】
　前記ポリエステル系樹脂としては、ジカルボン酸成分とジオール成分を主要な構成成分
とするポリエステル樹脂が挙げられる。この際、前記ジカルボン酸成分としては、テレフ
タル酸、イソフタル酸、フタル酸、２，６－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフタレ
ンジカルボン酸、ジフェニルスルホンジカルボン酸、ジフェニルエーテルジカルボン酸、
ジフェニルエタンジカルボン酸、シクロヘキサンジカルボン酸、ジフェニルジカルボン酸
、ジフェニルチオエーテルジカルボン酸、ジフェニルケトンジカルボン酸、フェニルイン
ダンジカルボン酸等が挙げられる。また、前記ジオール成分としては、エチレングリコー
ル、プロピレングリコール、テトラメチレングリコール、１，４－ブタンジオール、シク
ロヘキサンジメタノール、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－
ビス（４－ヒドロキシエトキシフェニル）プロパン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）ス
ルホン、ビスフェノールフルオレンジヒドロキシエチルエーテル、ジエチレングリコール
、ネオペンチルグリコール、ハイドロキノン、シクロヘキサンジオール等が挙げられる。
これらのうち、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリブチレンテレフタレート（
ＰＢＴ）、ポリ－１，４－シクロヘキサンジメチレンテレフタレート、ポリエチレンナフ
タレート（ＰＥＮ）であることが好ましい。
【００６０】
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　前記ポリカーボネート系樹脂としては、ビスフェノールＡやその誘導体であるビスフェ
ノール類と、ホスゲンまたはフェニルジカーボネートとの反応物等が挙げられる。
【００６１】
　前記（メタ）アクリル系樹脂としては、アクリル酸、メタクリル酸、アクリロニトリル
、メタクリロニトリル、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ
）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸－２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸シ
クロヘキシル、（メタ）アクリル酸ベンジル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチル、（
メタ）アクリル酸－２－メトキシエチル、（メタ）アクリル酸－２－エトキシエチル、（
メタ）アクリル酸－２－ブトキシエチル、（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－エチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－ｔｅｒｔ－オクチル（メタ）アクリルアミド等の単独重合体または共重合
体が挙げられる。
【００６２】
　前記アミド系樹脂としては、６，６－ナイロン、６－ナイロン、１１－ナイロン、１２
－ナイロン、４，６－ナイロン、６，１０－ナイロン、６，１２－ナイロン等の脂肪族ア
ミド系樹脂；フェニレンジアミン等の芳香族ジアミンと塩化テレフタロイルや塩化イソフ
タロイル等の芳香族ジカルボン酸またはその誘導体からなる芳香族ポリアミド等が挙げら
れる。
【００６３】
　前記シリコーン系樹脂としては、構成単位としてアルキル基、芳香族基等の有機基を有
するシロキサン結合を含む樹脂が挙げられる。前記アルキル基としては、特に制限されな
いが、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イオブチル基、ｓ
ｅｃ－ブチル基、ｔｅｒｔ－ブチル基、ペンチル基、ヘキシル基等が挙げられる。また、
前記芳香族基としては、特に制限されないが、フェニル基、トリル基、キシリル基、ベン
ジル基等が挙げられる。これらのうち、メチル基および／またはフェニル基を有するもの
が好ましく、ジメチルポリシロキサン、メチルフェニルポリシロキサン、ジフェニルポリ
シロキサン、およびこれらの変性体がより好ましい。
【００６４】
　前記フッ素系樹脂としては、テトラフロロエチレン、ヘキサフロロプロピレン、クロロ
トリフロロエチレン、フッ化ビリニデン、フッ化ビニル、ペルフルオロアルキルビニルエ
ーテル等の単独重合体または共重合体等が挙げられる。
【００６５】
　上述した樹脂は、単独で用いても、２種以上を混合して用いてもよい。
【００６６】
　溶融樹脂の押出し成形を用いた屈折率層の形成において、好ましい高屈折率層－低屈折
率層の材料の組み合わせとしては、ＰＥＴ－ＰＥＮ等が挙げられる。
【００６７】
　（湿式成膜法を用いて形成される屈折率層）
　湿式成膜法では、塗布液を順次塗布、乾燥する方法、塗布液を重層塗布、乾燥する方法
等によって屈折率層が形成されうる。
【００６８】
　前記塗布液に含まれる材料としては、樹脂が挙げられる。
【００６９】
　前記樹脂としては、溶媒に溶解するものであれば特に制限されないが、例えば、ポリエ
ステル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、（メタ）アクリル系樹脂、アミド系樹脂、シリ
コーン系樹脂、フッ素系樹脂、シリコン含有ポリマー、ポリビニルアルコール、ポリビニ
ルピロリドン、ポリエチレンオキシド、セルロース系樹脂、ゼラチン類、増粘多糖類等が
挙げられる。
【００７０】
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　前記樹脂のうち、好ましく用いられる樹脂の具体例は以下の通りである。
【００７１】
　前記シリコン含有ポリマーとしては、例えば、ポリカルボシラン、ポリオルガノボロシ
ラザン、ポリメタロキサン、ポリボロシロキサン、ポリカルボシラザン等が挙げられる。
【００７２】
　前記ポリビニルアルコールとしては、未変性ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニ
ルアルコールが挙げられる。
【００７３】
　未変性ポリビニルアルコールの平均重合度は、柔軟性および耐久性の観点から、２００
～４０００であることが好ましく、５００～３０００であることがより好ましく、１００
０～２５００であることがさらに好ましい。また、未変性ポリビニルアルコールのケン化
度は、好ましくは約６０～１００モル％、より好ましくは７８～９９．８モル％、さらに
好ましくは８０～９６モル％である。このようなケン化ポリビニルアルコールは、酢酸ビ
ニルをラジカル重合し、得られたポリ酢酸ビニルを適宜ケン化することによって製造する
ことができる。この際、所望の未変性ポリビニルアルコールは、適宜、重合度、ケン化度
をそれ自体公知の方法で制御することによって製造されうる。前記部分ケン化ポリビニル
アルコールは、市販品を使用してもよい。市販の未変性ポリビニルアルコールとしては、
例えば、ゴーセノールＥＧ０５、ＥＧ２５（日本合成化学工業株式会社製）、ＰＶＡ２０
３（株式会社クラレ製）、ＰＶＡ２０４（株式会社クラレ製）、ＰＶＡ２０５（株式会社
クラレ製）、ＪＰ－０４（日本酢ビ・ポバール株式会社製）、ＪＰ－０５（日本酢ビ・ポ
バール株式会社製）等が挙げられる。
【００７４】
　変性ポリビニルアルコールは、上述した未変性ポリビニルアルコールに任意の変性処理
の１または２以上を施したものである。例えば、アミン変性ポリビニルアルコール、エチ
レン変性ポリビニルアルコール、カルボン酸変性ポリビニルアルコール、ジアセトン変性
ポリビニルアルコール、チオール変性ポリビニルアルコール、アセタール変性ポリビニル
アルコール等が挙げられる。また、末端をカチオン変性したポリビニルアルコールやアニ
オン性基を有するアニオン変性ポリビニルアルコール、およびノニオン変性ポリビニルア
ルコール等の変性ポリビニルアルコールも用いてもよい。これらのうち、アセタール変性
ポリビニルアルコールが好ましい。
【００７５】
　アセタール変性ポリビニルアルコールとしては、ポリビニルホルマール、ポリビニルエ
タナール、ポリビニルプロパナール、ポリビニルブチラール（ポリビニルブタナール）、
ポリビニルバレラール、ポリビニルヘキサール、ポリビニルヘプタナール、ポリビニル２
－エチルヘキサール、ポリビニルシクロヘキサール、ポリビニルグルタール、ポリビニル
ベンザール、ポリビニル２－メチルベンザール、ポリビニル３－メチルベンザール、ポリ
ビニル４－メチルベンザール、ポリビニルｐ－ヒドロキシベンザール、ポリビニル－ｍ－
ヒドロキシベンザール、ポリビニルフェニルアセタール、ポリビニル－β－フェニルプロ
パナール等が挙げられる。これらのうち、Ｃ１～Ｃ５アルデヒド（ホルムアルデヒド、ア
セトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ブチルアルデヒド、バレルアルデヒド等）でア
セタール化されたポリビニルアルコール、すなわち、ポリビニルホルマール、ポリビニル
エタナール、ポリビニルプロパナール、ポリビニルブチラール、ポリビニルバレラールを
用いることが好ましく、Ｃ２～Ｃ４アルデヒドでアセタール化されたポリビニルアルコー
ル、すなわち、ポリビニルホルマール、ポリビニルエタナール、ポリビニルプロパナール
、ポリビニルブチラールを用いることがより好ましい。
【００７６】
　アセタール変性ポリビニルアルコールのアセタール化度は、４０～８５モル％であるこ
とが好ましく、５５～８０モル％であることがより好ましく、６０～７５モル％であるこ
とがさらに好ましい。当該アセタール化度は、ＦＴ－ＩＲ（堀場製作所社製、ＦＲＥＥＥ
ＸＡＣＴ－ＩＩ、ＦＴ－７２０）を用いた赤外吸収スペクトル（ＩＲ）法により測定する



(13) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

10

20

30

40

50

ことができる。また、水酸基量は、接着性や柔軟性等の観点から、１５～３５モル％であ
ることが好ましい。
【００７７】
　アセタール変性ポリビニルアセタールの質量平均分子量は、９００００～４０００００
であることが好ましく、９００００～３７００００であることがより好ましく、９０００
０～３４００００であることがさらに好ましい。なお、本明細書において、質量平均分子
量とは、ＴＳＫｇｅｌ　ＧＭＨｘＬ、ＴＳＫｇｅｌ　Ｇ４０００ＨｘＬまたはＴＳＫｇｅ
ｌ　Ｇ２０００ＨｘＬ（東ソー株式会社製）のカラムを使用したゲルパーミエーションク
ロマトフラフィ（ＧＰＣ）分析装置（溶媒：テトラヒドロフラン（ＴＨＦ））により、示
差屈折計検出によるポリスチレン換算で表した分子量を意味する。
【００７８】
　アセタール変性ポリビニルアルコールは、未変性ポリビニルアルコールをＣ１～Ｃ１０
のアルデヒドでアセタール化して得ることができる。前記Ｃ１～Ｃ１０のアルデヒドとし
ては、特に限定されないが、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒ
ド、ブチルアルデヒド、アミルアルデヒド、ヘキシルアルデヒド、ヘプチルアルデヒド、
２－エチルヘキシルアルデヒド、シクロヘキシルアルデヒド、フルフラール、グリオキザ
ール、グルタルアルデヒド、ベンズアルデヒド、２－メチルベンズアルデヒド、３－メチ
ルベンズアルデヒド、４－メチルベンズアルデヒド、ｐ－ヒドロキシベンズアルデヒド、
ｍ－ヒドロキシベンズアルデヒド、フェニルアセトアルデヒド、β－フェニルプロピオン
アルデヒド等が挙げられる。これらのうち、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、プロ
ピオンアルデヒド、ブチルアルデヒド、アミルアルデヒド等のＣ１～Ｃ５のアルデヒドで
あることが好ましく、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、ブチルアルデヒド等の
Ｃ２～Ｃ４のアルデヒドであることがより好ましい。当該アルデヒドは、単独で用いても
、２種以上を混合して用いてもよい。
【００７９】
　これらの変性ポリビニルアルコールは、市販品を使用してもよく、あるいは当該分野で
公知の方法で製造したものを使用してもよい。例えば、市販のアセタール変性ポリビニル
アルコールとしては、デンカブチラール３０００－１、５０００－Ａ、６０００－Ｃ、６
０００－ＣＳ（電気化学工業株式会社製）、エスレックＢＸ－１、ＢＸ－５、ＫＳ－５（
積水化学工業株式会社製）等が用いられうる。
【００８０】
　前記ポリビニルピロリドンは、Ｎ－ビニル－２－ピロリドンの重合体である。前記ポリ
ビニルピロリドンの粘度平均分子量は、５０００～８０００００であることが好ましく、
１００００～６３００００であることがより好ましく、１５０００～３４００００である
ことがさらに好ましい。
【００８１】
　前記ポリエチレンオキシドは、エチレンオキシドの重合体である。ポリエチレンオキシ
ドの質量平均分子量は、１０００～８０００００であることが好ましく、５０００～６３
００００であることがより好ましく、１００００～３４００００であることがさらに好ま
しい。
【００８２】
　前記セルロース系樹脂としては、内部可塑化セルロース樹脂、および外部可塑化セルロ
ース樹脂が挙げられ、内部可塑化セルロース樹脂を用いることが好ましい。
【００８３】
　内部可塑化セルロース樹脂としては、セルロースエステル、セルロースカルバメート、
セルロースエーテル等が挙げられる。
【００８４】
　セルロースエステルとしては、有機酸エステルおよび無機酸エステルが挙げられる。当
該セルロースエステルは、前記有機酸と無機酸との混合酸エステルであってもよい。
【００８５】
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　有機酸エステルとしては、セルロースアルキルカルボン酸エステル、およびセルロース
芳香族カルボン酸エステルが挙げられる。前記セルロースアルキルカルボン酸エステルと
しては、セルロースアセテート、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート、セ
ルロースペンタノエート、セルロースヘキサノエート、セルロースアセテートプロピオネ
ート、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセテートペンタノエート、セルロ
ースアセテートヘキサノエート等のセルロースＣ２～Ｃ６アルキルエステル；メチルセル
ロースアセテート、エチルセルロースアセテート等のＣ１～Ｃ６アルキルセルロースＣ２
～Ｃ６アルキルエステル；ジクロロメチルセルロースアセテート、トリクロロメチルセル
ロースプロピオネート、トリフルオロメチルセルロースアセテート等のＣ１～Ｃ６ハロア
ルキルセルロースＣ１～Ｃ６アルキルエステル等が挙げられる。また、前記セルロース芳
香族カルボン酸エステルとしては、セルロースフタレート、セルロースベンゾエート、セ
ルロース－４－メチルベンゾエート等のセルロースＣ７～Ｃ１２芳香族エステル等が挙げ
られる。一方、無機酸エステルとしては、リン酸セルロース、硫酸セルロース等が挙げら
れる。これらのうち、透明性の観点から、セルロースＣ２～Ｃ６アルキルエステルである
ことが好ましく、セルロースアセテートプロピオネート、セルロースアセテートブチレー
ト、セルロースアセテートペンタノエート、セルロースアセテートヘキサノエート等のア
セチルＣ３～Ｃ６アシルセルロースであることがより好ましい。
【００８６】
　セルロースカーバメートとしては、セルロースエチルカーバメート等のセルロースＣ１
～Ｃ６アルキルカーバメート；セルロースフェニルカーバメート等のセルロースＣ６～Ｃ
１２アリールカーバメート；エチルセルロースプロピルカーバメート等のＣ１～Ｃ６アル
キルセルロースＣ１～Ｃ６アルキルカーバメート（セルロースエーテルカーバメート）；
エチルセルロースフェニルカーバメート等のＣ１～Ｃ６アルキルセルロースＣ６～Ｃ１２
アリールカーバメート（セルロースエーテルカーバメート）等が挙げられる。これらのう
ち、エチルセルロースフェニルカーバメート等のＣ１～Ｃ６アルキルセルロースＣ６～Ｃ
１２アリールカーバメート（セルロースエーテルカーバメート）を用いることが好ましい
。
【００８７】
　セルロースエーテルとしては、メチルセルロース、エチルセルロース、プロピルセルロ
ース、ペンチルセルロース等のＣ１～Ｃ１０アルキルセルロース；シアノエチルセルロー
ス、シアノプロピルセルロース等のシアノＣ１～Ｃ１０アルキルセルロール；ベンジルセ
ルロース等のＣ６～Ｃ１２アリール－Ｃ１～Ｃ４アルキルセルロース（アラルキルセルロ
ース）等が挙げられる。これらのうち、シアノエチルセルロース、シアノプロピルセルロ
ース等のシアノＣ１～Ｃ１０アルキルアルコールが好ましい。
【００８８】
　上記セルロース系樹脂のうち、セルロースエステル、セルロースエーテルを用いること
が好ましく、セルロースエステルを用いることがより好ましい。
【００８９】
　セルロース系樹脂の平均重合度としては、特に制限されないが、５０～８０００である
ことが好ましく、１００～７０００であることがより好ましく、２００～６０００である
ことがさらに好ましい。また、セルロース系樹脂の平均置換度は、１～３であることが好
ましく、１．３～３であることがより好ましく、１．５～３であることがさらに好ましく
、２～３であることが特に好ましい。なお、アセチルＣ３～Ｃ６アシルセルロースにおけ
るアセチル基とＣ３～Ｃ６アシル基との割合は、アセチル／Ｃ３～Ｃ６アシル（モル比）
＝９０／１０～５／９５であることが好ましく、７０／３０～１０／９０であることがよ
り好ましく、５０／５０～１５／８５であることがさらに好ましい。
【００９０】
　セルロース系樹脂は公知の方法で合成したものを用いても、市販されているものを用い
てもよい。セルロース系樹脂を合成する方法としては、（ａ）セルロースを、カルボン酸
、アルコール、イソシアネート等と反応させて、内部可塑化する方法、（ｂ）セルロース
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に、可塑剤を添加して外部可塑化する方法、（ｃ）前記（ａ）および前記（ｂ）を組み合
わせる方法が挙げられる。
【００９１】
　前記ゼラチン類としては、従来、ハロゲン化銀写真感光材料分野で広く用いられてきた
各種ゼラチンが挙げられる。より詳細には、酸処理ゼラチン、アルカリ処理ゼラチン、酵
素処理ゼラチン、およびこれらの誘導体が挙げられる。ゼラチンの一般的製造法に関して
は良く知られており、例えば、Ｔ．Ｈ．Ｊａｍｅｓ：Ｔｈｅ　Ｔｈｅｏｒｙ　ｏｆ　Ｐｈ
ｏｔｏｇｒａｐｈｉｃ　Ｐｒｏｃｅｓｓ　４ｔｈ．　ｅｄ．　１９７７（Ｍａｃｍｉｌｌ
ａｎ）５５頁、科学写真便覧（上）７２～７５頁（丸善）、写真工学の基礎－銀塩写真編
　１１９～１２４頁（コロナ社）等の記載を参考にすることができる。また、リサーチ・
ディスクロージャー誌第１７６巻、Ｎｏ．１７６４３（１９７８年１２月）のＩＸページ
に記載されているゼラチンを挙げることができる。
【００９２】
　前記増粘多糖類としては、特に制限はなく、一般に知られている天然単純多糖類、天然
複合多糖類、合成単純多糖類および合成複合多糖類等が挙げられる。具体的には、ペクチ
ン、ガラクタン（例えば、アガロース、アガロペクチン等）、ガラクトマンノグリカン（
例えば、ローカストビーンガム、グアラン等）、キシログルカン（例えば、タマリンドガ
ム、タマリンドシードガム等）、グルコマンノグリカン（例えば、蒟蒻マンナン、木材由
来グルコマンナン、キサンタンガム等）、ガラクトグルコマンノグリカン（例えば、針葉
樹材由来グリカン）、アラビノガラクトグリカン（例えば、大豆由来グリカン、微生物由
来グリカン等）、グルコラムノグリカン（例えば、ゲランガム等）、グリコサミノグリカ
ン（例えば、ヒアルロン酸、ケラタン硫酸等）、アルギン酸およびアルギン酸塩、寒天、
κ－カラギーナン、λ－カラギーナン、ι－カラギーナン、ファーセレラン等の紅藻類に
由来する天然高分子多糖類、カルボキシメチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース
、メチルセルロース等のセルロース類が挙げられる。
【００９３】
　上記樹脂のうち、変性ポリビニルアルコール（特に、アセタール変性ポリビニルアルコ
ール）、セルロース樹脂を用いることが好ましい。
【００９４】
　上述した樹脂は、単独で用いても、２種以上を混合して用いてもよい。
【００９５】
　前記塗布液には、上述した樹脂とともに、金属酸化物粒子をさらに含んでいてもよい。
【００９６】
　用いられうる金属酸化物粒子としては、特に制限されないが、乾式成膜法で用いられう
る誘電体材料等が挙げられる。これらのうち、酸化チタン（ＴｉＯ2）、酸化ケイ素（Ｓ
ｉＯ2）を用いることが好ましい。
【００９７】
　前記酸化チタン（ＴｉＯ2）としては、特に屈折率が高く、触媒活性が低いルチル型の
酸化チタンを用いることが好ましい。なお、触媒活性が低いと、屈折率層や隣接する層で
生じる副反応（光触媒反応）が抑制されて耐候性が高くなりうる。
【００９８】
　また、前記酸化チタンは、ｐＨが１．０～３．０かつチタン粒子のゼータ電位が正であ
る水系の酸化チタンゾルの表面を疎水化して有機溶剤に分散可能な状態にしたものを用い
ることが好ましい。前記水系の酸化チタンゾルの調製方法としては、たとえば、特開昭６
３－１７２２１号公報、特開平７－８１９号公報、特開平９－１６５２１８号公報、特開
平１１－４３３２７号公報、特開昭６３－１７２２１号公報、特開平７－８１９号公報、
特開平９－１６５２１８号公報、特開平１１－４３３２７号公報等に記載された事項を参
照することができる。
【００９９】
　また、酸化チタン粒子のその他の製造方法については、たとえば、「酸化チタン－物性
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と応用技術」（清野学　ｐ２５５～２５８（２０００年）技報堂出版株式会社）に記載の
方法、またはＷＯ２００７／０３９９５３号明細書の段落「００１１」～「００２３」に
記載の工程（２）の方法を参考にすることができる。前記工程（２）による製造方法とは
、二酸化チタン水和物をアルカリ金属の水酸化物およびアルカリ土類金属の水酸化物から
なる群から選択される少なくとも１種の塩基性化合物で処理する工程（１）で得られた二
酸化チタン分散物を、カルボン酸基含有化合物および無機酸で処理するものである。本発
明では、工程（２）における無機酸によりｐＨが１．０～３．０に調整された酸化チタン
の水系ゾルを用いることができる。
【０１００】
　前記酸化ケイ素（ＳｉＯ2）としては、合成非晶質シリカ、コロイダルシリカ等が挙げ
られる。これらのうち、酸性のコロイダルシリカゾルを用いることがより好ましく、水お
よび/または有機溶媒に分散させたコロイダルシリカゾルを用いることがさらに好ましい
。上記のコロイダルシリカは、ケイ酸ナトリウムの酸等による複分解やイオン交換樹脂層
を通過させて得られるシリカゾルを加熱熟成して得られうる。かようなコロイダルシリカ
は、例えば、特開昭５７－１４０９１号公報、特開昭６０－２１９０８３号公報、特開昭
６０－２１９０８４号公報、特開昭６１－２０７９２号公報、特開昭６１－１８８１８３
号公報、特開昭６３－１７８０７号公報、特開平４－９３２８４号公報、特開平５－２７
８３２４号公報、特開平６－９２０１１号公報、特開平６－１８３１３４号公報、特開平
６－２９７８３０号公報、特開平７－８１２１４号公報、特開平７－１０１１４２号公報
、特開平７－１７９０２９号公報、特開平７－１３７４３１号公報、および国際公開第９
４／２６５３０号パンフレット等に記載されている。また、コロイダルシリカは合成品を
用いてもよいし、市販品を用いてもよい。
【０１０１】
　上記金属酸化物粒子は、単独で用いても、２種以上を混合して用いてもよい。
【０１０２】
　金属酸化物粒子の平均粒径は、２～１００ｎｍであることが好ましく、３～５０ｎｍで
あることがより好ましく、４～３０ｎｍであることがさらに好ましい。当該金属酸化物粒
子の平均粒径は、粒子そのものあるいは屈折率層の断面や表面に現れた粒子を電子顕微鏡
で観察し、１，０００個の任意の粒子の粒径を測定し、その単純平均値（個数平均）とし
て求められる。ここで個々の粒子の粒径は、その投影面積に等しい円を仮定したときの直
径で表したものである。
【０１０３】
　金属酸化物粒子の含有量は、形成された屈折率層の全質量に対して３０～９０質量％で
あることが好ましく、４０～８０質量％であることがより好ましい。金属酸化物粒子の含
有量が３０質量％以上であると、所望の屈折率が得られることから好ましい。また、金属
酸化物粒子の含有量が９０質量％以下であると、膜の柔軟性を得ることができ、製膜が容
易となることから好ましい。
【０１０４】
　また、高屈折率層および低屈折率層の両者に金属酸化物粒子を含む場合には、アニオン
化処理またはカチオン化処理を行い、金属酸化物粒子が同一のイオン性（電荷）を有する
ことが好ましい。アニオン化処理またはカチオン化処理を行うことによって、２種の金属
酸化物粒子との間に斥力が生じ、これによって、例えば、低屈折率層および高屈折率層の
重層塗布の際に層界面での凝集等が起こりにくくなりうる。
【０１０５】
　金属酸化物粒子のアニオン化処理として、例えば、酸化チタンのアニオン処理を例示す
ると、当該酸化チタン粒子は、含ケイ素の水和酸化物で被覆することによりアニオン化す
ることができる。含ケイ素の水和化合物の被覆量は、通常、３～３０質量％であり、好ま
しくは３～１０質量％であり、より好ましくは３～８質量％である。被覆量が３０質量％
以下であると高屈折率層の所望の屈折率化が得られることから好ましく、被覆量が３％以
上であると粒子を安定に形成することができることから好ましい。
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【０１０６】
　金属酸化物粒子のカチオン化処理は、例えば、カチオン性化合物を用いることにより行
うことができる。前記カチオン性化合物の例としては、カチオン性ポリマー、多価金属塩
等が挙げられるが、吸着力・透明性の観点から多価金属塩が好ましい。多価金属塩として
は、アルミニウム、カルシウム、マグネシウム、亜鉛、鉄、ストロンチウム、バリウム、
ニッケル、銅、スカンジウム、ガリウム、インジウム、チタン、ジルコニウム、スズ、鉛
等の金属の塩酸塩、硫酸塩、硝酸塩、酢酸塩、ギ酸塩、コハク酸塩、マロン酸塩、クロロ
酢酸塩等が挙げられる。これらのうち、水溶性アルミニウム化合物、水溶性カルシウム化
合物、水溶性マグネシウム化合物、水溶性亜鉛化合物、水溶性ジルコニウム化合物を用い
ることが好ましく、水溶性アルミニウム化合物、水溶性ジルコニウム化合物を用いること
がより好ましい。前記水溶性アルミニウム化合物の具体例としては、ポリ塩化アルミニウ
ム（塩基性塩化アルミニウム）、硫酸アルミニウム、塩基性硫酸アルミニウム、硫酸アル
ミニウムカリウム（ミョウバン）、硫酸アンモニウムアルミニウム（アンモニウムミョウ
バン）、硫酸ナトリウムアルミニウム、硝酸アルミニウム、リン酸アルミニウム、炭酸ア
ルミニウム、ポリ硫酸ケイ酸アルミニウム、酢酸アルミニウム、塩基性乳酸アルミニウム
等が挙げられる。ここで、水溶性多価金属化合物における水溶性とは、２０℃の水に１質
量％以上、より好ましくは３質量％以上溶解することを意味する。当該カチオン性化合物
の被覆量は、金属酸化物粒子の形状や粒径等によって異なるが、金属酸化物粒子に対して
は１質量％～１５質量％であることが好ましい。
【０１０７】
　湿式成膜法において、好ましい高屈折率層－低屈折率層の材料の組み合わせとしては、
ポリビニルアルコールおよび酸化チタン－ポリビニルアルコールおよび酸化ケイ素－ポリ
ビニルアルコール、並びに酸化ジルコウム－ゼラチンおよび酸化ケイ素―ポリビニルアル
コール等が挙げられる。
【０１０８】
　上述の屈折率層は、さらに公知の添加剤を含んでいてもよい。当該添加剤としては、硬
化剤、アミノ酸、エマルジョン樹脂等が挙げられる。
【０１０９】
　硬化剤
　前記硬化剤は、屈折率層に樹脂を含む場合、当該樹脂を硬化させる機能を有する。硬化
によって、屈折率層に耐水性が付与されうる。
【０１１０】
　用いられうる硬化剤としては、樹脂と硬化反応を起こすものであれば特に制限されない
が、樹脂が未変性ポリビニルアルコールまたは変性ポリビニルアルコールである場合には
、ホウ酸およびその塩（ホウ素原子を中心原子とする酸素酸およびその塩）、具体的には
、オルトホウ酸、二ホウ酸、メタホウ酸、四ホウ酸、五ホウ酸および八ホウ酸またはそれ
らの塩を用いることが好ましい。ホウ酸およびその塩は、単独の水溶液でも、また、２種
以上を混合して使用しても良く、ホウ酸およびホウ砂の混合水溶液を用いることが特に好
ましい。他にも公知の化合物を使用することができ、一般的には樹脂と反応しうる基を有
する化合物、または樹脂が有する異なる基同士の反応を促進するような化合物であり、樹
脂の種類に応じて適宜選択して用いられる。硬化剤の具体例としては、例えば、ジグリシ
ジルエチルエ－テル、エチレングリコ－ルジグリシジルエ－テル、１，４一ブタンジオ－
ルジグリシジルエ－テル、１，６－ジグリシジルシクロヘキサン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジル
－４－グリシジルオキシアニリン、ソルビト－ルポリグリシジルエ－テル、グリセロ－ル
ポリグリシジルエ－テル等のエポキシ系硬化剤；、ホルムアルデヒド、グリオキザ－ル等
のアルデヒド系硬化剤；２，４－ジクロロ－４－ヒドロキシ－１，３，５－Ｓ－トリアジ
ン等の活性ハロゲン系硬化剤；１．３．５－トリス－アクリロイル－ヘキサヒドロ－Ｓ－
トリアジン、ビスビニルスルホニルメチルエ－テル等の活性ビニル系化合物；アルミニウ
ム明礬等が挙げられる。
【０１１１】
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　また、樹脂としてゼラチンを用いる場合は、硬化剤として、例えば、ビニルスルホン化
合物、尿素－ホルマリン縮合物、メラニン－ホルマリン縮合物、エポキシ系化合物、アジ
リジン系化合物、活性オレフィン類、イソシアネ－ト系化合物などの有機硬膜剤、クロム
、アルミニウム、ジルコニウムなどの無機多価金属塩類などを用いるとよい。
【０１１２】
　硬化剤の総使用量は、好ましくは樹脂１ｇ当たり１～６００ｍｇである。
【０１１３】
　エマルジョン樹脂
　エマルジョン樹脂は、通常、塗布液に分散されたポリマーが製膜時に融着して形成され
てなる樹脂である。エマルジョン樹脂の原料となるエマルジョンは、油溶性のモノマーを
、高分子分散剤等を用いてエマルジョン重合して得られる。
【０１１４】
　用いられうる油溶性のモノマーは、特に制限されないが、エチレン、プロピレン、ブタ
ジエン、酢酸ビニルおよびその部分加水分解物、ビニルエーテル、アクリル酸およびその
エステル類、メタクリル酸およびそのエステル類、アクリルアミドおよびその誘導体、メ
タクリルアミドおよびその誘導体、スチレン、ジビニルベンゼン、塩化ビニル、塩化ビニ
リデン、マレイン酸、ビニルピロリドンなどが挙げられる。これらのうち、透明性と粒径
の観点から、アクリル酸およびそのエステル類、酢酸ビニル系を用いることが好ましい。
【０１１５】
　アクリル酸および／またはそのエステル類、酢酸ビニル系エマルジョンとしては、市販
されているものを用いてもよく、例えば、アクリットＵＷ－３０９、ＵＷ－３１９ＳＸ、
ＵＷ－５２０（大成ファインケミカル株式会社製）、およびモビニール（日本合成化学工
業株式会社製）等が挙げられる。
【０１１６】
　また、用いられうる分散剤は、特に制限されないが、アルキルスルホン酸塩、アルキル
ベンゼンスルホン酸塩、ジエチルアミン、エチレンジアミン、４級アンモニウム塩のよう
な低分子の分散剤の他に、ポリオキシエチレンノニルフェニルエーテル、ポリエキシエチ
レンラウリル酸エーテル、ヒドロキシエチルセルロース、ポリビニルピロリドンのような
高分子分散剤が挙げられる。
【０１１７】
　上述したエマルジョンは、柔軟性を高める観点から、ガラス転移温度（Ｔｇ）が２０℃
以下であることが好ましく、－３０～１０℃であることがより好ましい。
【０１１８】
　その他の添加剤
　本発明に係る屈折率層に適用可能なその他の添加剤を、以下に列挙する。例えば、特開
昭５７－７４１９３号公報、特開昭５７－８７９８８号公報、および特開昭６２－２６１
４７６号公報に記載の紫外線吸収剤、アニオン、カチオンまたはノニオンの各種界面活性
剤、硫酸、リン酸、酢酸、クエン酸、水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、炭酸カリウム
等のｐＨ調整剤、消泡剤、ジエチレングリコール等の潤滑剤、防腐剤、防黴剤、帯電防止
剤、マット剤、酸化防止剤、難燃剤、赤外線吸収剤、色素、顔料等の公知の各種添加剤な
どが挙げられる。
【０１１９】
　なお、誘電多層膜中には、低屈折率層の成分および高屈折率層の成分の両方が含まれて
いる結果、界面が明らかではない部分が存在する場合がある。このような場合、当該層間
に含まれる高屈折率層の成分、例えば、金属酸化物粒子を基準として判断する。すなわち
、高屈折率層の金属酸化物粒子の厚さ方向のＥＤＸプロファイルについて、ピークトップ
に対する高屈折率層の金属酸化物粒子のカウント数が１／２となる位置を２つの層間の界
面とする。
【０１２０】
　高屈折率層であるか低屈折率層であるかは、上述のように隣接する屈折率層との屈折率
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の対比によって判断されるが、高屈折率層の屈折率（ｎＨ）は１．６０～２．５０である
ことが好ましく、１．７０～２．５０であることがより好ましく、１．８０～２．２０で
あることがさらに好ましく、１．９０～２．２０であることが特に好ましい。一方、低屈
折率層の屈折率（ｎＬ）は、１．１０～１．６０であることが好ましく、１．３０～１．
５５であることがより好ましく、１．３０～１．５０であることがさらに好ましい。この
際、各屈折率層の屈折率の値は、以下のように測定した値を採用するものとする。具体的
には、支持体上に測定対象となる屈折率層を単層で塗布して得られた塗膜を１０ｃｍ×１
０ｃｍに断裁してサンプルを作製する。当該サンプルは、裏面での光の反射を防止するた
め、測定面とは反対側の面（裏面）を粗面化処理し、黒色スプレーで光吸収処理を行う。
このように作製したサンプルを、分光光度計Ｕ－４０００型（株式会社日立製作所製）を
用いて、５度正反射の条件にて可視領域（４００ｎｍ～７００ｎｍ）の反射率を２５点測
定して平均値を求め、その測定結果より平均屈折率を求める。
【０１２１】
　本形態に係る近赤外反射フィルムは、誘電体多層膜を構成する任意の高屈折率層の屈折
率（ｎＨ）と当該高屈折率層に隣接する少なくとも１つの低屈折率層の屈折率（ｎＬ）の
比（ｎＨ／ｎＬ）が、
【０１２２】
【数１０】

【０１２３】
を満たすことが好ましい。上記屈折率の比（ｎＨ／ｎＬ）が上記範囲にあることにより、
少ない層数で所望の波長の光の反射率を高くすることができる。一方で、リップル等の可
視領域に反射ピークが生じる場合があるが、本形態に係る近赤外反射フィルムによれば、
このような可視領域の反射ピークを抑制することができる。
【０１２４】
　前記高屈折率層および前記低屈折率層の屈折率の差としては、０．０５以上であること
が好ましく、０．０６以上であることがより好ましく、０．１以上であることがさらに好
ましく、０．３以上であることが特に好ましく、０．４以上であることが最も好ましい。
この際、誘電多層膜を構成する屈折率層間のすべての屈折率の比、屈折率差が上記好適な
範囲内にあることが好ましい。ただし、この場合でも、反射層を構成する屈折率層のうち
、最表層や最下層に関しては、上記好適な範囲外の構成であってもよい。
【０１２５】
　屈折率層の厚さは、特に制限されないが、２０～８００ｎｍであることが好ましく、５
０～３５０ｎｍであることがより好ましい。この際、誘電多層膜の支持体側に最も近い屈
折率層については、上記範囲外であってもよく、誘電多層膜を構成するその他の屈折率層
よりも厚いことが好ましい。前記最下層の厚さとしては、誘電多層膜を構成するその他の
屈折率層の平均厚さの１．２～８倍となることが好ましく、２～６倍の厚さとなることが
より好ましい。
【０１２６】
　誘電多層膜を構成する屈折率層の総層数の範囲としては、好ましくは１００層以下、よ
り好ましくは４０層以下であり、さらに好ましくは２０層以下である。
【０１２７】
　本形態に係る近赤外反射フィルムにおいて、誘電多層膜を構成する任意の高屈折率層お
よび当該高屈折率層に隣接する低屈折率層は、
【０１２８】

【数１１】

【０１２９】
を満たす。この際、ｄＨは高屈折率層の厚さを表し、ｎＨは高屈折率層の屈折率を表し、
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ｄＬは低屈折率層の厚さを表し、ｎＬは低屈折率層の屈折率を表し、ｄＨ×ｎＨは高屈折
率層の光学膜厚を表し、ｄＬ×ｎＬは低屈折率層の光学膜厚を表す。
【０１３０】
　なお、上述の「任意の」とは、誘電多層膜を構成するすべての高屈折率層および当該高
屈折率層に隣接する低屈折率層の間の光学膜厚が上記範囲を満たすことを意味する。
【０１３１】
　近赤外反射フィルムは、通常、所望の波長の光を反射するために、光学膜厚を適宜考慮
して設計されうる。例えば、所望の波長（近赤外光の波長）をλと仮定すると、高屈折率
層および低屈折率層は、それぞれ
【０１３２】
【数１２】

【０１３３】
を満たすように設計されうる。このように設計することで、近赤外光の反射光が干渉によ
って強めあうことで、近赤外領域に高い反射率を有する近赤外反射フィルムが得られうる
。しかしながら、近赤外光の反射光（主反射）とともに、可視光の反射光（副反射）も干
渉によって強め合うことによって、例えばリップルのような可視領域の反射ピークも発生
しうる。本形態では、高屈折率層および当該高屈折率層に隣接する低屈折率層間の光学膜
厚をずらして設計されている。これにより、可視領域の反射ピークを抑制しうる。この理
由としては、光学膜厚をずらすことで干渉によって強め合っていた反射光による反射ピー
クが減弱し、相対的に弱い副反射の反射光による反射ピークが消失しうるためである。
【０１３４】
　［誘電膜群セット］
　本形態に係る近赤外反射フィルムを構成する誘電多層膜は、誘電膜群セットを有する。
前記誘電膜群セットは、第１の誘電膜群および第２の誘電膜群を含む。この際、前記誘電
多層膜は、図１に示すような誘電膜群セットのみからなる構成であってもよいし、さらに
別の屈折率層を含んでいてもよい。
【０１３５】
　（第１の誘電膜群）
　第１の誘電膜群は、高屈折率層（屈折率ｎ1Ｈ、厚さｄ1Ｈ）および低屈折率層（屈折率
ｎ1Ｌ、厚さｄ1Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つからなる。すなわち、前記第１の誘電膜群
は、同じ屈折率および厚さを有する高屈折率層と、同じ屈折率および厚さを有する低屈折
率層とが、交互にそれぞれ３層以上積層されてなる。したがって、前記第１の誘電膜群は
、少なくとも６層の屈折率層からなる。
【０１３６】
　（第２の誘電膜群）
　第２の誘電膜群についても、第１の誘電膜群と同様に、高屈折率層（屈折率ｎ2Ｈ、厚
さｄ2Ｈ）および低屈折率層（屈折率ｎ2Ｌ、厚さｄ2Ｌ）のそれぞれ少なくとも３つから
なる。すなわち、前記第２の誘電膜群は、同じ屈折率および厚さを有する高屈折率層と、
同じ屈折率および厚さを有する低屈折率層とが、交互にそれぞれ３層以上積層されてなる
。したがって、前記第２の誘電膜群についても第１の誘電膜群と同様に、少なくとも６層
の屈折率層からなる。前記第２の誘電膜群は、第１の誘電膜群の支持体とは反対の面に接
した状態で配置される。
【０１３７】
　なお、第１の誘電膜群および第２の誘電膜群を構成する、それぞれの高屈折率層および
低屈折率層についても、誘電多層膜を構成する高屈折率層および低屈折率層であることに
変わりなく、高屈折率層および当該高屈折率層に隣接する低屈折率層との間で、
【０１３８】
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【数１３】

【０１３９】
を満たす。この際、特に、第１の誘電膜群内の高屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）と
、当該高屈折率層に隣接する低屈折率層の光学膜厚（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）とが、
【０１４０】

【数１４】

【０１４１】
を満たし、および／または前記第２の誘電膜群内の高屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ
）と、当該高屈折率層に隣接する低屈折率層の光学膜厚（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）とが、
【０１４２】

【数１５】

【０１４３】
を満たすことが好ましく、第１の誘電膜群および第２の誘電膜群の高屈折率層の光学膜厚
と、当該高屈折率層に隣接する低屈折率層の光学膜厚とが、ともに上記式を満たすことが
より好ましい。
【０１４４】
　また、本形態に係る近赤外反射フィルムは、前記誘電膜群セットが、
【０１４５】
【数１６】

【０１４６】
を満たす。すなわち、第２の誘電膜群を構成する高屈折率層および低屈折率層が、第１の
誘電膜群を構成する高屈折率層および低屈折率層よりも厚さが厚いのである。
【０１４７】
　さらに、本形態に係る近赤外反射フィルムは、前記誘電膜群セットが、
【０１４８】

【数１７】

【０１４９】
を満たし、および／または
【０１５０】

【数１８】

【０１５１】
を満たすことが好ましく、前記誘電膜群セットが、ともに上記式を満たすことがより好ま
しい。すなわち、第１の誘電膜群と第２の誘電膜群との関係において、第２の誘電膜群を
構成する高屈折率層の光学膜厚が、第１の誘電膜群を構成する高屈折率層の光学膜厚より
も所定の範囲で大きく、および／または第２の誘電膜群を構成する低屈折率層の光学膜厚
が、第１の誘電膜群を構成する低屈折率層の光学膜厚よりも所定の範囲で大きいことが好
ましい。
【０１５２】
　前記誘電多層膜は、複数の誘電膜群セットを有していてもよい。すなわち、一実施形態
において、近赤外反射フィルムを構成する誘電多層膜は、２以上の誘電多層膜群セットを
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有しうる。
【０１５３】
　近赤外反射フィルムが上述のような構成を有することにより、従来の単に光学膜厚のみ
をずらすことによって可視領域に生じうる反射ピークを抑制しようとする赤外反射フィル
ムと対比して、可視領域に生じうるリップル等の反射ピークを抑制し、また、優れた近赤
外領域の反射ピークを示しうる。
【０１５４】
　［近赤外反射フィルムの製造方法］
　近赤外反射フィルムの製造方法は、上述の屈折率層の形成方法によって乾式成膜法およ
び湿式成膜法に大別することができる。
【０１５５】
　（乾式成膜法）
　乾式成膜法では、例えば、支持体上に２以上の誘電体材料を蒸着等させて、屈折率層を
順次形成し、近赤外反射フィルムが製造されうる。
【０１５６】
　前記蒸着法としては、物理蒸着法および化学蒸着法が挙げられる。これらのうち、物理
蒸着法を用いることが好ましく、なかでも真空蒸着法またはスパッタリング法を用いるこ
とがより好ましい。なお、真空蒸着法とは、抵抗加熱や電子銃照射により誘電体材料を加
熱蒸発させ、基材上に薄膜を形成する方法である。一方、スパッタリング法とは、プラズ
マ発生装置により基材とターゲットの間にプラズマを発生させ、電位勾配を利用して誘電
体材料にイオンを照射衝突させて、誘電体材料を叩き出して基材上に成膜する方法である
。これらの方法は、適宜公知の手法が参照されうる。
【０１５７】
　（湿式成膜法）
　湿式成膜法では、例えば、支持体上に塗布液を塗布、乾燥して屈折率層を順次形成する
方法、塗布液を重層塗布、乾燥する方法、またはこれらの組み合わせ等によって屈折率層
を形成し、近赤外反射フィルムが製造されうる。
【０１５８】
　前記塗布液には、樹脂および／または金属酸化物粒子、並びにその他の添加物の他、通
常、溶媒が含有されうる。前記溶媒は、水、有機溶媒、またはこれらの混合溶媒でありう
る。
【０１５９】
　前記有機溶媒としては、例えば、メタノール、エタノール、２－プロパノール、１－ブ
タノールなどのアルコール類、酢酸エチル、酢酸ブチル、プロピレングリコールモノメチ
ルエーテルアセテート、プロピレングリコールモノエチルエーテルアセテートなどのエス
テル類、ジエチルエーテル、プロピレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコ
ールモノエチルエーテルなどのエーテル類、ジメチルホルムアミド、Ｎ－メチルピロリド
ンなどのアミド類、アセトン、メチルエチルケトン、アセチルアセトン、シクロヘキサノ
ンなどのケトン類などが挙げられる。これら有機溶媒は、単独でもまたは２種以上を混合
して用いてもよい。
【０１６０】
　環境面、操作の簡便性などから、塗布液の溶媒としては、水、または水とメタノール、
エタノール、もしくは酢酸エチルとの混合溶媒を用いることが好ましく、水を用いること
がより好ましい。
【０１６１】
　塗布液中の樹脂の濃度は１～１０質量％であることが好ましい。また、塗布液が金属酸
化物粒子を含む場合には、金属酸化物粒子の濃度は１～５０質量％であることが好ましい
。
【０１６２】
　塗布液の調製方法は、特に制限されず、例えば、樹脂、および必要に応じて添加される
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金属酸化物粒子やその他の添加剤を添加し、撹拌混合する方法が挙げられる。この際、各
成分の添加順も特に制限されず、撹拌しながら各成分を順次添加して混合してもよいし、
撹拌しながら一度に添加し混合してもよい。必要に応じて、さらに溶媒を用いて、適当な
粘度に調整してもよい。
【０１６３】
　塗布液の塗布方式としては、例えば、ロールコーティング法、ロッドバーコーティング
法、エアナイフコーティング法、スプレーコーティング法、カーテン塗布方法、あるいは
米国特許第２，７６１，４１９号、同第２，７６１，７９１号公報に記載のホッパーを使
用するスライドビード塗布方法、エクストルージョンコート法等が好ましく用いられる。
【０１６４】
　前記塗布方式がスライドビード塗布方式を用いた同時重層塗布である場合には、塗布液
の粘度は５～１００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、１０～５０ｍＰａ・ｓであること
がより好ましい。また、カーテン塗布方式を用いた同時重層塗布である場合には、塗布液
の粘度は５～１２００ｍＰａ・ｓであることが好ましく、２５～５００ｍＰａ・ｓである
ことがより好ましい。
【０１６５】
　塗布液の塗布によって得られた塗膜は、用いる樹脂によっても異なるが、好ましくは６
０～１２０℃、好ましくは８０～９５℃で乾燥させることで、屈折率層が形成されうる。
【０１６６】
　［近赤外反射ガラス］
　本発明によれば、上述の近赤外反射フィルムが、ガラス板表面に貼り合されてなる近赤
外反射ガラスが提供される。
【０１６７】
　前記ガラス板としては、特に制限はなく、公知のガラスが用いられうる。また、ガラス
代替樹脂を用いてもよい。前記ガラス代替樹脂としては、特に制限されないが、ポリカー
ボネート樹脂、ポリスルホン樹脂、アクリル樹脂、ポリオレフィン樹脂、ポリエーテル樹
脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリスルフィド樹脂、不飽和ポリエステル樹脂
、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、フェノール樹脂、ジアリルフタレート樹脂、ポリイミド
樹脂、ウレタン樹脂、ポリ酢酸ビニル樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、スチレン樹脂、
塩化ビニル樹脂等が挙げられる。前記ガラス代替の樹脂は、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂
、電離放射線硬化性樹脂のいずれであってもよい。上述のガラスおよびガラス代替樹脂は
、単独で用いても、２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１６８】
　前記ガラス板は、例えば、ガラスやガラス代替樹脂を用いて、押出成形、カレンダー成
形、射出成形、中空成形、圧縮成形等、公知の方法で製造することができる。前記ガラス
板の厚さは、特に制限されないが、通常、０．１ｍｍ～５ｃｍである。
【０１６９】
　前記近赤外反射フィルムは、通常、接着層を介してガラス板表面に貼合される。前記接
着層を構成する接着剤としては、特に制限されないが、光硬化性樹脂または熱硬化性樹脂
を主成分とする接着剤であることが好ましく、アクリル系樹脂、シリコーン系樹脂である
ことがより好ましく、アクリル系樹脂であることがさらに好ましい。前記樹脂は、剥離強
度等の制御の観点から、溶剤系接着剤として用いることが好ましい。この際、例えば、ア
クリル溶剤系接着剤として、溶液重合ポリマーを用いる場合には、原料となるモノマーは
特に制限されず公知のものが用いられうる。なお、接着層には紫外線吸収剤、抗酸化剤、
帯電防止剤、熱安定剤、滑剤、充填剤、着色、接着調整剤等を適宜配合してもよい。
【０１７０】
　近赤外反射ガラスとしては、近赤外反射フィルム、接着剤層、およびガラス板がこの順
で貼り合されてなる形態、並びにガラス板、接着剤層、近赤外反射フィルム、接着剤層、
およびガラス板がこの順で貼り合されてなる形態（合わせガラスの形態）が挙げられる。
【０１７１】
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　近赤外反射フィルム、接着剤層、およびガラス板がこの順で貼り合されてなる形態の場
合には、誘電多層膜が接着層を介してガラス板表面に貼合される、すなわち、支持体－誘
電多層膜－接着層－ガラス板の順で貼合されることが好ましい。
【０１７２】
　また、合わせガラスの形態の場合には、ポリビニルブチラール系樹脂、エチレン－酢酸
ビニル共重合体系樹脂を中間層として用いてもよい。具体的には可塑性ポリビニルブチラ
ール（積水化学工業株式会社製、三菱樹脂株式会社製等）、エチレン－酢酸ビニル共重合
体（デュポン株式会社製、デュミラン；武田薬品工業株式会社製）、変性エチレン－酢酸
ビニル共重合体（メルセンＧ；東ソー株式会社製）等が挙げられる。
【０１７３】
　赤外反射フィルムまたは赤外反射ガラスの断熱性能、日射熱遮蔽性能は、ＪＩＳ　Ｒ　
３２０９：１９９８（複層ガラス）、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６：１９９８（板ガラス類の透
過率・反射率・放射率・日射熱取得率の試験方法）、ＪＩＳ　Ｒ　３１０７：１９９８（
板ガラス類の熱抵抗および建築における熱貫流率の算定方法）に準拠した方法で求めるこ
とができる。
【０１７４】
　日射透過率、日射反射率、放射率、可視光透過率の測定は、（１）波長（３００～２５
００ｎｍ）の分光測光器を用い、各種単板ガラスの分光透過率、分光反射率を測定する。
また、波長５．５～５０μｍの分光測定器を用いて放射率を測定する。なお、フロート板
ガラス、磨き板ガラス、型板ガラス、熱線吸収板ガラスの放射率は既定値を用いる。（２
）日射透過率、日射反射率、日射吸収率、修正放射率の算出は、ＪＩＳ　Ｒ　３１０６：
１９９８に従い、日射透過率、日射反射率、日射吸収率、垂直放射率を算出する。修正放
射率に関しては、ＪＩＳ　Ｒ　３１０７：１９９８に示されている係数を、垂直放射率に
乗ずることにより求める。断熱性、日射熱遮蔽性の算出は、（１）厚さの測定値、修正放
射率を用いＪＩＳ　Ｒ　３２０９：１９９８に従って複層ガラスの熱抵抗を算出する。た
だし中空層が２ｍｍを超える場合はＪＩＳ　Ｒ　３１０７：１９９８に従って中空層の気
体熱コンダクタンスを求める。（２）断熱性は、複層ガラスの熱抵抗に熱伝達抵抗を加え
て熱貫流抵抗で求める。（３）日射熱遮蔽性はＪＩＳ　Ｒ　３１０６：１９９８により日
射熱取得率を求め、１から差し引いて算出する。
【実施例】
【０１７５】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」または「％」の表示を用いるが、特に断りがない
限り「質量部」または「質量％」を表す。
【０１７６】
　（実施例１）
　ポリカーボネートであるユーピロンシート　ＮＦ－２０００（三菱瓦斯化学株式会社製
）上にスパッタ装置を用いて、フッ化マグネシウム（ＭｇＦ）および酸化チタン（ＴｉＯ

2）をこの順に交互にスパッタリングして、１２層の近赤外反射フィルムを製造した。な
お、屈折率の値の関係から、フッ化マグネシウムからなる層が低屈折率層（屈折率：１．
３３）であり、酸化チタンからなる層が高屈折率層である（屈折率：２．７０）。また、
基材に接する最下層は低屈折率層である。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通
りである。
【０１７７】
　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝２．７０、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１０
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２７５である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．３３、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１９
７ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２６２である
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　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝２．７０、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１０
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２９４である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．３３、厚さ（ｄ2Ｌ）＝２１
１ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２８１である。
【０１７８】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０１７９】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０５
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝１．０５
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０７
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０７
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０７
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０７
　ｎＨ／ｎＬ＝２．０３。
【０１８０】
　（比較例１）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例１と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０１８１】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝２．７０、厚さ（ｄＨ）＝９０ｎｍであり、光学膜
厚（ｎＨ×ｄＨ）＝２４３である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．３３、厚さ（ｄＬ）＝１８２ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝２４２である。
【０１８２】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０１８３】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝１．００
　ｎＨ／ｎＬ＝２．０３。
【０１８４】
　（比較例２）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例１と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０１８５】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝２．７０、厚さ（ｄＨ）＝８２ｎｍであり、光学膜
厚（ｎＨ×ｄＨ）＝２２１である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．３３、厚さ（ｄＬ）＝２０１ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝２６７である。
【０１８６】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０１８７】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝０．８３
　ｎＨ／ｎＬ＝２．０３。
【０１８８】
　（比較例３）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例１と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０１８９】
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　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝２．７０、厚さ（ｄ1Ｈ）＝９４
ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２５４である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．３３、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１７
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２３７である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝２．７０、厚さ（ｄ2Ｈ）＝９２
ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２４８である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．３３、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１７
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２３０である。
【０１９０】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０１９１】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０７
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝１．０８
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝０．９８
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝０．９７
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝０．９８
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９７
　ｎＨ／ｎＬ＝２．０３。
【０１９２】
　（比較例４）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例１と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０１９３】
　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝２．７０、厚さ（ｄ1Ｈ）＝９０
ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２４３である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．３３、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１９
７ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２６２である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝２．７０、厚さ（ｄ2Ｈ）＝８８
ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２３８である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．３３、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１９
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２５５である。
【０１９４】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０１９５】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝０．９３
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝０．９８
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝０．９７
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝０．９８
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９７
　ｎＨ／ｎＬ＝２．０３。
【０１９６】
　（実施例２）
　シェルとしてポリエチレン、コアとしてポリエチレンテレフタラート（ＰＥＴ）の溶融
物（固有粘度：０．６５）およびポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）の溶融物（固有粘



(27) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

10

20

30

40

50

度：０．６３）の１２８層の交互積層体を、自社製多層押し出しダイスを用いてキャステ
ィングドラム上に押し出した。次に、押し出された積層膜を冷却ドラムに密着しながら搬
送し冷却固化し、多層積層未延伸フィルムを得た。この未延伸フィルムを１１０℃まで加
熱し、ロールにより縦方向に３．３倍延伸し、次いで、テンター内でクリップにより横方
向に３．３倍延伸した。クリップで固定しながら２３０℃で熱固定した後、室温まで急冷
し、両面にポリエチレンのシェルを有する１２８層の近赤外反射フィルムを製造した。な
お、屈折率の値の関係から、ＰＥＴからなる層が低屈折率層（屈折率：１．５７）であり
、ＰＥＮからなる層が高屈折率層である（屈折率：１．６４）。また、基材に接する最下
層は低屈折率層である。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りである。
【０１９７】
　・第１層～第３２層は第１の誘電膜群である
　・第３３層～第６４層は第２の誘電膜群である
　・第６５層～第９６層は第３の誘電膜群である
　・第９７層～第１２８層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１２
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２００である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１３
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２１０である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１３
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２１６である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１４
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２２６である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１４
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２３３である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１５
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２４５である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１５
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２５３である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１６
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２６５である。
【０１９８】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０１９９】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９５
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝０．９６
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０８
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０７
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０８
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０８
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝０．９５
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝０．９５
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０８
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０８
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０９
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０８
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２００】
　（実施例３）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例２と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
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る。
【０２０１】
　・第１層～第３２層は第１の誘電膜群である
　・第３３層～第６４層は第２の誘電膜群である
　・第６５層～第９６層は第３の誘電膜群である
　・第９７層～第１２８層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１２
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２００である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１３
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２１０である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１２
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２０７である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１３
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２１７である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１２
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２１２である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１４
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２２３である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１３
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２１８である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１４
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２２９である。
【０２０２】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２０３】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９５
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝０．９５
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０３
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０４
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０３
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝０．９５
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝０．９５
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０３
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０３
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０３
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２０４】
　（実施例４）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例２と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２０５】
　・第１層～第３２層は第１の誘電膜群である
　・第３３層～第６４層は第２の誘電膜群である
　・第６５層～第９６層は第３の誘電膜群である
　・第９７層～第１２８層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１１
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝１９５である
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　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１３
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２１０である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１２
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２００である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１３
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２１７である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１２
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２０７である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１４
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２２３である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１３
０ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２１３である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１４
７ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２３１である。
【０２０６】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２０７】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝０．９２
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０３
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０３
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０３
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝０．９３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝０．９２
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０３
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０４
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０３
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０４
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２０８】
　（実施例５）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例２と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２０９】
　・第１層～第３２層は第１の誘電膜群である
　・第３３層～第６４層は第２の誘電膜群である
　・第６５層～第９６層は第３の誘電膜群である
　・第９７層～第１２８層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１２
７ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２０８である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１２
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝１９３である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１３
０ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２１３である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１２
７ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝１９９である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１３
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２２０である
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　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１３
０ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２０４である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．６４、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１３
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２２６である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．５７、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１３
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２１０である。
【０２１０】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２１１】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０８
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝１．０７
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０２
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０２
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０３
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０８
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝１．０８
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０３
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０３
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０３
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２１２】
　（比較例５）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例２と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２１３】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝１．６４、厚さ（ｄＨ）＝１１９ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＨ×ｄＨ）＝１９５である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．５７、厚さ（ｄＬ）＝１２４ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝１９５である。
【０２１４】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２１５】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝１．００
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２１６】
　（比較例６）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例２と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２１７】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝１．６４、厚さ（ｄＨ）＝１３３ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＨ×ｄＨ）＝２１８である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．５７、厚さ（ｄＬ）＝１１１ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝１７４である。
【０２１８】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２１９】
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　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝１．２５
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２２０】
　（比較例７）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例２と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２２１】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝１．６４、厚さ（ｄＨ）＝１１０ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＨ×ｄＨ）＝１８０である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．５７、厚さ（ｄＬ）＝１３８ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝２１７である。
【０２２２】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２２３】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝０．８３
　ｎＨ／ｎＬ＝１．０４。
【０２２４】
　（実施例６）
　７０質量部のコロイダルシリカ（スノーテックスＯＸＳ、平均粒径：５ｎｍ、日産化学
工業株式会社製）を含む、未変性ポリビニルアルコール（ＰＶＡ２１７、重合度：１７０
０、ケン化度：８８％、株式会社クラレ製）の３質量％の水溶液を第１の塗布液として調
製した。また、８５質量部の酸化チタン（ｓｗｓ、平均粒子径：８ｎｍ、堺化学工業株式
会社製）を含む、未変性ポリビニルアルコール（ＰＶＡ１２４、重合度：２４００、ケン
化度：９９％、株式会社クラレ製）の４質量％の水溶液を第２の塗布液として調製した。
【０２２５】
　易接着加工したポリエステルフィルム上に、上記第１の塗布液および上記第２の塗布液
を、スライドコーターを用いて交互に塗布、乾燥して、２４層の近赤外反射フィルムを製
造した。なお、屈折率の値の関係から、第１の塗布液（コロイダルシリカを含む）によっ
て形成された層が低屈折率層（屈折率：１．４５）であり、第２の塗布液（酸化チタンを
含む）によって形成された層が高屈折率層である（屈折率：１．９５）。また、基材に接
する最下層は高屈折率層である。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りである
。
【０２２６】
　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１３層～第１８層は第３の誘電膜群である
　・第１９層～第２４層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１１
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２３０である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１５
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２２０である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１２
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２５０である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１６
４ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２３８である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１３
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２６９である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１７
７ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２５７である
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　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１４
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２９１である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１９
１ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２７７である。
【０２２７】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２２８】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０５
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝１．０５
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０８
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０８
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０９
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０８
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０５
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝１．０５
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０８
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０８
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０８
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０８
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２２９】
　（実施例７）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例６と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２３０】
　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１３層～第１８層は第３の誘電膜群である
　・第１９層～第２４層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１１
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２３０である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１５
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２２０である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１２
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２３８である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１５
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２２６である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１２
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２４６である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１６
１ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２３３である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１２
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２５２である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１６
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２４１である。
【０２３１】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２３２】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０５
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　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝１．０５
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０３
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０３
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０３
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０６
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝１．０５
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０２
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０２
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０３
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２３３】
　（実施例８）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例６と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２３４】
　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１３層～第１８層は第３の誘電膜群である
　・第１９層～第２４層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１２
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２３８である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１５
２ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２２０である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１２
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２４６である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１５
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２２６である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１２
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２５２である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１６
１ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２３３である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１３
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２５９である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１６
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２４１である。
【０２３５】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２３６】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０８
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝１．０９
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０３
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０３
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０３
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０８
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝１．０７
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０２



(34) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

10

20

30

40

50

　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０３
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０３
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２３７】
　（実施例９）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例６と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２３８】
　・第１層～第６層は第１の誘電膜群である
　・第７層～第１２層は第２の誘電膜群である
　・第１３層～第１８層は第３の誘電膜群である
　・第１９層～第２４層は第４の誘電膜群である
　・第１の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ1Ｈ）＝１１
０ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｈ×ｄ1Ｈ）＝２１５である
　・第１の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ1Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ1Ｌ）＝１５
９ｎｍであり、光学膜厚（ｎ1Ｌ×ｄ1Ｌ）＝２３１である
　・第２の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ2Ｈ）＝１１
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｈ×ｄ2Ｈ）＝２２０である
　・第２の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ2Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ2Ｌ）＝１６
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ2Ｌ×ｄ2Ｌ）＝２３６である
　・第３の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ3Ｈ）＝１１
６ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｈ×ｄ3Ｈ）＝２２６である
　・第３の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ3Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ3Ｌ）＝１６
８ｎｍであり、光学膜厚（ｎ3Ｌ×ｄ3Ｌ）＝２４３である
　・第４の誘電膜群の高屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｈ）＝１．９５、厚さ（ｄ4Ｈ）＝１２
０ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｈ×ｄ4Ｈ）＝２３４である
　・第４の誘電膜群の低屈折率層は、屈折率（ｎ4Ｌ）＝１．４５、厚さ（ｄ4Ｌ）＝１７
３ｎｍであり、光学膜厚（ｎ4Ｌ×ｄ4Ｌ）＝２５１である。
【０２３９】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２４０】
　（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝０．９３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）＝０．９３
　ｄ2Ｈ／ｄ1Ｈ＝１．０３
　ｄ2Ｌ／ｄ1Ｌ＝１．０３
　（ｄ2Ｈ×ｎ2Ｈ）／（ｄ1Ｈ×ｎ1Ｈ）＝１．０３
　（ｄ2Ｌ×ｎ2Ｌ）／（ｄ1Ｌ×ｎ1Ｌ）＝１．０３
　（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝０．９３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）＝０．９３
　ｄ4Ｈ／ｄ3Ｈ＝１．０３
　ｄ4Ｌ／ｄ3Ｌ＝１．０３
　（ｄ4Ｈ×ｎ4Ｈ）／（ｄ3Ｈ×ｎ3Ｈ）＝１．０４
　（ｄ4Ｌ×ｎ4Ｌ）／（ｄ3Ｌ×ｎ3Ｌ）＝１．０３
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２４１】
　（比較例８）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例６と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
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る。
【０２４２】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝１．９５、厚さ（ｄＨ）＝１１２ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＨ×ｄＨ）＝２１８である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．４５、厚さ（ｄＬ）＝１５０ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝２１８である。
【０２４３】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２４４】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝１．００
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２４５】
　（比較例９）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例６と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２４６】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝１．９５、厚さ（ｄＨ）＝９８ｎｍであり、光学膜
厚（ｎＨ×ｄＨ）＝１９１である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．４５、厚さ（ｄＬ）＝１６６ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝２４１である。
【０２４７】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２４８】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝０．７９
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２４９】
　（比較例１０）
　高屈折率層および低屈折率層の厚さを変更したことを除いては、実施例６と同様の方法
で近赤外反射フィルムを製造した。得られた近赤外反射フィルムの構成は下記の通りであ
る。
【０２５０】
　・高屈折率層は、屈折率（ｎＨ）＝１．９５、厚さ（ｄＨ）＝１３５ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＨ×ｄＨ）＝２６３である
　・低屈折率層は、屈折率（ｎＬ）＝１．４５、厚さ（ｄＬ）＝１５２ｎｍであり、光学
膜厚（ｎＬ×ｄＬ）＝２２０である。
【０２５１】
　よって、光学膜厚等の関係は下記の通りとなる。
【０２５２】
　（ｄＨ×ｎＨ）／（ｄＬ×ｎＬ）＝１．２０
　ｎＨ／ｎＬ＝１．３４。
【０２５３】
　（可視光反射率および近赤外光反射率の測定）
　実施例および比較例で得られたそれぞれの近赤外反射フィルムについて、分光光度計Ｕ
－４１００（株式会社日立製作所製）を用いて５度正反射の条件で、可視光反射率（４０
０～７４０ｎｍ）および近赤外光反射率（８００～１３００ｎｍ）を求めた。また、近赤
外光反射率に対する可視光反射率の比（反射率比＝可視光反射率／近赤外光反射率）を算
出した。この際、反射率比は小さいほど好ましく、可視領域の反射ピークを抑制しつつ、
近赤外領域の反射ピークは減弱しないという、近赤外反射フィルムとして優れた反射ピー
クを有するか否かの指標となりうる。
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【０２５４】
　得られた結果を、下記式（１）～（７）を満たすかどうかとともに下記表１に示す。な
お、式（１）～（７）のそれぞれを満たす場合には○を、満たさない場合には×を記載す
る。
【０２５５】
【数１９】

【０２５６】
　また、代表的な実施例および比較例（実施例１、比較例１および３、実施例２、比較例
５、実施例６～８、比較例８）の反射ピークのグラフを図２～図１０に示す。
【０２５７】
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【表１】

【０２５８】
　（実施例１および比較例１～４について）
　実施例１および比較例１～４の近赤外反射フィルムは、スパッタリング法により製造さ
れたものである。これらの近赤外反射フィルムは、全体的に高い近赤外光反射率を有する
が、可視光反射率についても高い値を示している。
【０２５９】
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　実施例１では、式（１）～（７）をすべて満たし、比較例１～４と対比すると、相対的
に近赤外光反射率の値がやや低下したものの、可視光反射率が低い値を示し、結果として
反射率比は最も優れた値を示した。
【０２６０】
　比較例１では、式（１）～（６）を満たさず、高屈折率層－低屈折率層で同じ光学膜厚
比を有するものである。また、比較例２についても、式（１）～（６）を満たさず、高屈
折率層－低屈折率層で異なる光学膜厚を有するが、その値が大きく異なるものである。比
較例１および比較例２の近赤外反射フィルムは、可視光反射率が比較的高い値を示したこ
とから、反射率比は実施例１の近赤外反射フィルムよりも高い値を示した。
【０２６１】
　比較例３および比較例４は、式（１）および（７）を満たすが、式（２）～（６）を満
たさない。比較例３および比較例４の近赤外反射フィルムは、可視光反射率が比較的高い
値を示したことから、反射率比は実施例１の近赤外反射フィルムよりも高い値を示した。
【０２６２】
　（実施例２～５および比較例５～７について）
　実施例２～５および比較例５～７では、屈折率層が樹脂を含む。これらの近赤外反射フ
ィルムは、上記スパッタリング法により製造された近赤外反射フィルムと対比すると、可
視光反射率は低くなるが、近赤外光反射率についても低くなっている。なお、実施例２～
５および比較例５～７では、誘電多層膜は、誘電膜群セットを２つ有しており、各誘電膜
群セットを構成する誘電膜群（第１～第４の誘電膜群）は、それぞれ、高屈折率層および
低屈折率層がそれぞれ１６層交互に積層されて構成されている。なお、第３の誘電膜群お
よび第４の誘電膜群からなる誘電膜群セットは、第１の誘電膜群および第２の誘電膜群か
らなる誘電膜群セットと同様の光学膜厚等を有している。よって、第１の誘電膜群および
第２の誘電膜群からなる誘電膜群セットが式（１）～（７）をそれぞれ満たす／満たさな
い場合には、第３の誘電膜群および第４の誘電膜群からなる誘電膜群セットも同様に式（
１）～（７）をそれぞれ満たす／満たさない。
【０２６３】
　実施例２は、式（１）～（６）を満たし、実施例３～５および比較例５～７と対比する
と、相対的に低い値の可視光反射率および高い値の近赤外反射率を示している。その結果
、反射率比としては最も優れた値を示した。
【０２６４】
　実施例３は、式（１）～（４）を満たし、反射率比は実施例２の近赤外反射フィルムに
次いで２番目に優れた値を示した。
【０２６５】
　実施例４および実施例５は、いずれも式（１）および（２）を満たしており、反射率比
は実施例３の近赤外反射フィルムに次いで良好な値を示した。
【０２６６】
　比較例５は、式（１）～（７）を満たさず、高屈折率層－低屈折率層で同じ光学膜厚比
を有するものである。また、比較例６および７についても、式（１）～（７）を満たさず
、高屈折率層－低屈折率層で異なる光学膜厚を有するが、その値が大きく異なるものであ
る。比較例５～７の近赤外反射フィルムは、近赤外反射率の低下が著しく、反射率比の値
は非常に高いものであった。
【０２６７】
　（実施例６～９および比較例８～１０について）
　実施例６～９および比較例８～１０は、屈折率層が樹脂とともに金属酸化物粒子を含む
。これらの近赤外反射フィルムは、上記スパッタリング法により製造された近赤外反射フ
ィルムと、上記屈折率層が樹脂を含み金属酸化物粒子を含まない近赤外反射フィルムとの
間で、中間的な可視光反射率および近赤外光反射率を示している。なお、実施例６～９お
よび比較例８～１０では、誘電多層膜は、誘電膜群セットを２つ有しており、各誘電膜群
セットを構成する誘電膜群（第１～第４の誘電膜群）は、それぞれ、高屈折率層および低
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屈折率層がそれぞれ３層交互に積層されて構成されている。また、第３の誘電膜群および
第４の誘電膜群からなる誘電膜群セットは、第１の誘電膜群および第２の誘電膜群からな
る誘電膜群セットと同様の光学膜厚等を有している。よって、第１の誘電膜群および第２
の誘電膜群からなる誘電膜群セットが式（１）～（７）をそれぞれ満たす／満たさない場
合には、第３の誘電膜群および第４の誘電膜群からなる誘電膜群セットも同様に式（１）
～（７）をそれぞれ満たす／満たさない。
【０２６８】
　実施例６は、式（１）～（７）をすべて満たし、実施例７～９および比較例８～１０と
対比すると、低い可視光反射率および高い近赤外光反射率を示し、結果として反射率比は
最も優れた値を示した。
【０２６９】
　実施例７は、式（１）～（４）および（７）を満たし、反射率比は実施例６の近赤外反
射フィルムに次いで２番目に優れた値を示した。
【０２７０】
　実施例８および実施例９は、いずれも式（１）、（２）、および（７）を満たし、反射
率比は実施例３の近赤外反射フィルムに次いで良好な値を示した。
【０２７１】
　比較例８は、式（１）～（６）を満たさず、高屈折率層－低屈折率層で同じ光学膜厚比
を有するものである。また、比較例９および１０についても、式（１）～（６）を満たさ
ず、高屈折率層－低屈折率層で異なる光学膜厚を有するが、その値が大きく異なるもので
ある。比較例８～１０の近赤外反射フィルムは、可視光反射率が高くなり、近赤外反射率
が低くなったことから、反射率比の値は高い値を示した。
【０２７２】
　（反射ピークのグラフについて）
　図２～４は、それぞれ実施例１、比較例１、および比較例３で製造した近赤外反射フィ
ルムの反射ピークを示すグラフである。図３（比較例１）では、屈折率層の光学膜厚がす
べて同じであることから、一定のリップルの発生が見られる。一方、図２（実施例１）で
は、リップルの発生が抑制されている。なお、図４（比較例３）では、リップルの発生が
多少抑制されているが、表１の結果からも明らかなように、リップルが十分に抑制されて
いるとはいえない。
【０２７３】
　図５および６は、それぞれ実施例２および比較例５で製造した近赤外反射フィルムの反
射ピークを示すグラフである。図６（比較例６）では、屈折率層の光学膜厚がすべて同じ
であることから、リップルの発生が見られる。また、近赤外領域の反射ピークの立ち上が
りもシャープである。この結果から、反射光が干渉によって強め合っていることが考えら
れる。一方、図５（実施例２）では、リップルの発生が抑制されている。このことは、表
１の結果からも明らかである。また、光学膜厚をずらしたことにより、近赤外領域の反射
ピークのピーク幅が大きくなっている。この結果から、反射光の干渉が弱くなっているこ
とが考えられる。
【０２７４】
　図７～図１０は、それぞれ実施例６～８、および比較例８で製造した近赤外反射フィル
ムの反射ピークを示すグラフである。図１０（比較例８）では、屈折率層の光学膜厚がす
べて同じであることから、リップルの発生が見られる。また、近赤外領域の反射ピークの
立ち上がりもシャープである。一方、図７～９（実施例６～８）では、ピークの相違はあ
るものの、リップルの発生は抑制され、また、近赤外領域の反射ピークのピーク幅は大き
くなっている。
【符号の説明】
【０２７５】
　１　近赤外反射フィルム、
　２　支持体、
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　３　誘電多層膜、
　４　低屈折率層、
　５　高屈折率層、
　６　第１の誘電膜群、
　７　第２の誘電膜群、
　８　誘電膜群セット。

【図１】
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【図７】



(47) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

【図８】



(48) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

【図９】



(49) JP WO2013/129335 A1 2013.9.6

【図１０】
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【要約の続き】
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